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第１章 はじめに 

I. 本業務の背景及び目的 

１．本事業の背景 

【森林の有する経済価値の多様化・顕在化】 

森林には木材生産機能のみならず、地球環境保全機能や生物多様性保全機能など、多面

的な機能があるとされている。これまで木材としての資源利用が森林における主な経済価

値と考えられてきたが、カーボンニュートラルを目指す国内外の流れにおいては森林を維

持・管理することにより確保される CO2 吸収量の炭素クレジットとしての価値化・取引が

進むなど、新たな経済価値が見出されている。これまで木材利用のみでは経済性が確保で

きなかった森林においても、炭素クレジット等と組み合わせることにより森林全体での収

益性が見出される可能性もある。 

また、ESG 投資といった流れにおいては、企業が投資を受けるためには、事業収益性を

高めるだけではなく、環境・社会・ガバナンスといった面への取組も実施しその成果を投

資家に対しアピールすることが必要となっている。企業による森林における活動は、ESG

の取組の 1 つとして捉えられている。森林における経済的な価値が多様化・顕在化してき

た中で、民間企業が森林に対し関心を高めている。 

【森林への民間投資の可能性】 

上述の契機を捉えてわが国の森林への民間投資を加速させることが、国土の約 7 割を占

める森林を維持・管理していくためには重要である。民間投資を受けるためには、投資対

象たる森林が投資者にとって魅力的なものであることを示す必要がある。投資回収を目指

す対象であるならば収益性を明示する必要であるし、環境配慮の取組として森林を活用し

てもらう際には環境（気候変動対策への貢献、生物多様性保全の効果／等）に関する情報

の提供が必要である。 

【林野庁による森林への民間投資促進に向けた検討】 

こうした中、林野庁では「森林・林業・木材産業への投資のあり方に関する検討会」を

設置し、2022 年 1 月から 5 月までの検討会を通じ、「カーボンニュートラルの実現等に資す

る森林等への投資に係るガイドライン 中間とりまとめ」を策定し、公表した。同ガイドラ

インにおいては、森林整備や木材利用による脱炭素貢献の判断指標を示した。生物多様性

については、定性的な評価事項を簡潔に示した。 

２．本事業の目的 

上記の認識を踏まえ、本事業は、森林投資を実行しやすい環境形成を目指し、森林投資

の先行事例等の調査分析を行うとともに、生物多様性保全の観点から社会的価値評価を調

査分析し、投資する側と投資を受ける側の双方にとって分かりやすく金融やビジネスで活

用できる判断指標となるガイドラインをバージョンアップさせることを目的とした。 
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II. 調査フロー 

本調査事業は、下図のフローに従って調査を実施した。 

 

図 1  調査フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前提の整理：
わが国の森林の目指す姿に応じた⺠間資⾦投⼊のオプション

（1）検討会の設置・運営（2）国内外の森林投資に関する実例の調査
分析による国内の森林を対象とした投資の

展開に向けた課題の把握

（3）投資をする側と受けたい側へのヒアリング又はアンケート調査
及び国内の森林を対象とした投資を実行する上での要望や課題の分析

（4）森林・林業・木材産業における生物多様性保全
等の社会的価値評価手法及び森林投資や企業評価の

ために必要な情報開示に係る調査分析

文献
調査

ヒアリ
ング
調査

資⾦投⼊オプションご
との提供情報の整理、

課題の仮説構築

文献調査
（生物多様性保全等の
評価手法・開示情報ガ
イダンスの最新動向）

森林の観点からの各種
手法・ガイダンスの
適用可能性調査

投資する側
ヒアリング

（ニーズ把握）

投資受ける側
ヒアリング

（対応可能性検証）
⺠間投資実行の際の
要望・課題の分析

（5）投資をする側・投資を受ける側にとっての判断指標となるガイドラインの作成

第1回
調査方針の確認
調査進捗報告

第2回
ニーズ・課題等の分析

ガイドライン作成方針の検討

第3回
ガイドライン案の推敲

事業とりまとめ方針の確認



- 3 - 

 

第２章 調査結果 

I. 国内外の森林投資に関する実例の調査分析による国内の森林を対象と

した投資の展開に向けた課題の把握 

国内外に様々ある森林への資金投入のケースについて、事業スキームや関係者の役割、森

林への出資者やその関係事業者等への情報発信状況等について、情報を整理した。 

調査対象は下表の通り。 

表 1  国内外の森林への資金投入事例 調査対象一覧 
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１．岡山県西粟倉村における百年の森林構想関連事業 

西粟倉が 2009 年から進めてきた「百年の森林構想」実現に向けた事業、その次段階とし

て 2018 年から取り組まれている「百森 2.0」について調査を行った。 

１.１  「百年の森林構想」実現に向けた事業（2009 年～） 

西粟倉村では、2007 年に村内に雇用対策協議会を立ち上げて取組に必要な人材を確保

し、2008 年に「百年の森林構想」を掲げ、2058 年を目標年として「百年の森林（もり）」

の実現に向けた事業を開始した。百年の森林創造事業は、上述の「百年の森林創造事業」

「森の学校事業」に加え、年を経てバイオマスエネルギー利用にも取り組む等、複数の

取組が複合的に進められている。 

 

図 2  「百年の森林事業」全体概要図 

（出所）西粟倉村提供資料を転載 

 

（1）事業内容 

 「百年の森林創造事業」：個人所有の森林を西粟倉村で預かり林業事業体に経営を

委託する一括管理を行うことにより、持続可能な森林経営に取り組むもの。 

 長期施業管理協定： 森林所有者・西粟倉村・林業事業体（森林組合）の 3 者間

で、個人所有の森林を 10 年間、村で預かり一括管理を行うための「長期施業

管理協定」を締結。森林所有者は西粟倉村に山林管理を委託し、委託を受けた

西粟倉村はこうした個人所有林を集約化したうえで森林組合に施業を発注する。

森林管理により収益が生じた場合にはこれを森林所有者に還元する。 
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 森林管理基本合意書：森林施業を円滑に進めるために、西粟倉村、森林組合、

コンサルティング・製品販売を担う事業体（（株）トビムシ、（株）西粟倉・森

の学校（現エーゼロ（株）））が締結している合意。事業体は森林組合に高性能

林業機械をリースするとともに、一連の事業スキームの管理や、生産された木

材の加工・販売を担う。このために森林組合と（株）トビムシは別途施業販売

協定を締結している。 

 森の学校事業：（株）西粟倉・森の学校が間伐材の一部を買い取ったうえで、木材

製品の企画・販売を担う。加工は地元製材工場に委託している。販売収入は森林組

合や西粟倉村に還元される。 

 

（2）実施体制 

実施体制は下表の通り。長年事業を続けていく中で新たな組織が関与を始める等、体

制も更新されている。 

表 2  事業実施体制及び役割 

事業体名 事業体概要、本事業スキームにおける役割 

（株）トビム

シ 

・ 森林業経営体や地域商社の創設・運営を行う企業 

・ 本事業スキーム立ち上げ当初にスキームの運営・コンサルティングを

担当。主な役割は、資金調達・投資家対応（共有の森ファンド運

営）、施業管理支援、素材販売支援等 

・ 現在の本事業スキームへの関与は確認されない 

（株）百森 ・ 2017 年に設立 

・ 事業スキーム開始当初に西粟倉村及び森林組合が担っていた業務の一

部である、森林所有者との施業集約化に向けた協議、委託を受けた森

林の管理計画策定、林業事業体への施業発注、搬出材の管理等を担当 

エ ー ゼ ロ

（株） 

・ 前身は（株）西粟倉・森の学校（森の販売事業で間伐材の製品化・販

売を担当） 

・ 現地事務局としてローカルベンチャー事業を推進 

西粟倉村ロー

カ ル ベ ン

チャー推進協

議会 

・ 既存のローカルベンチャーの事業拡大を促す役割。事業計画の審査や

ローカルベンチャーにとっての資金調達等のネットワークハブとして

機能 

・ 政策金融公庫、地銀、信用金庫といった金融機関をはじめ、地元商工

会、行政といったメンバーから成る 

三井住友信託

銀行 

・ 森林商事信託を西粟倉村と共同で商品化。信託された山林は（株）百

森に管理委託され、百年の森林事業の下で施業管理される 

住 友 林 業

（株） 

・ 森林商事信託により信託される山林の管理等について、西川倉村から

委託され（株）百森への支援を実施 

（出所）各種資料に基づき作成 
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（3）資金源 

資金源は、主に以下の 2 つである。公的資金と民間資金を組み合わせている点が特徴

的である。 

 百年の森林事業 特別会計：村の予算のうち百年の森林創造事業に充てられる特別会

計。 

 共有の森ファンド： 個人等の投資家から募る出資。（株）トビムシが管理し百年の

森林創造事業に充当される（高性能林業機械の購入費用、FSC 認証取得費用等）。

収益は投資家に配当として還元される。個人を対象に一口 50,000 円の上限 10 口 50

万円の小規模出資を募ったところ、2009 年事業では 420 名から 4,940 万円の資金を

獲得したが、償還率は 77.81％と赤字となった。 

 

（4）投資家等に向けて公開されている情報 

「共有の森ファンド」サステナブルファイナンスの管理サイト「セキュリテ」で投資

の募集を含め以下の情報公開が行われていた（現在は運用停止中）。 

 

 【2010 年度のファンド募集時の公開情報】 

 事業概要： 事業目的、事業内容、関係事業者（西粟倉村、美作森林組合、（株）ト

ビムシ、（株）森林再生システム）の役割、うちファンド対象事業（西粟倉村、美

作森林組合、（株）トビムシが共同で実施する西粟倉村の森林（最大 1,500 ヘクター

ル）を対象にした長期森林管理および木材生産に資する施業・販売事業）、収入分

配予定 

 ファンド対象資金使途：森林管理に係る生産性の向上と施業費用を低減する高性能

林業機械の購入費用、持続可能な森林経営の証明であり木材の品質と付加価値を高

める FSC 認証取得費用／等 

 事業性向上の施策の説明： 収益性が見込める対象林の選定、長期一体的管理による

施業費用削減、森林と暮らしをつなぐ木材価値の向上（FSC 認証取得による価値向

上） 

 出資募集に関する情報： 出資募集総額（49,400,000 円）、出資募集単位（1 口 50,000

円、上限 10 口 500,000 円）、出資募集総口数（988 口）、出資証明書発行量（1,000

円）、出資者特典（出資者名プレート設置、西粟倉内施設の無料宿泊券、村内施

設・ネットショップの利用割引券／等）、募集受付期間、分配方法（契約終了日よ

り 60 日以後随時、出資者指定の銀行口座に振込）※森林吸収量やクレジット発行

等については情報なし 

 その他： 会計期間、ファンド取扱者（ミュージックセキュリティーズ（株））、ファ

ンド取扱手数料、決済方法 
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１.２  百森 2.0（2018 年～） 

「百年の森林構想」から 10 年以上が経過した中で、新たな取組として木材資源以外の

価値を含め森林の価値を最大化したうえで森林経営を実施していくことを目指すもので

ある。具体的な取組は今後進められていくが、現時点で以下 2 点の方針が示されている。 

 森林 RE Design： 村内の一定の森林を村有林化することで、自然林・経済林・里山

経済林にゾーニングした地域山林経営を計画する。村有林面積を拡大することで村

の山林経営権を拡大、森林施業や年間木材搬出量を村でコントロールできる裁量を

増やすことで、計画的な森林更新や森林関連事業量の平準化により事業安定化を図

る。 

 森林ファンドの実施検討： 村有林化の資金を森林ファンドの組成により賄うことを

検討。対象地を村有林として購入し施業を行い、伐採収入等で収益を生む仕組みを

想定。長期のファンド組成となるため投資家を村の関係人口化する仕組みも検討。 

 

 

図 3  「百森 2.0」のイメージ 

（出所）西粟倉村提供資料を転載 
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２．群馬県みなかみ町・三菱地所・公益財団法人 日本自然保護協会での三者協定の

締結 

（1）事業内容・実施体制 

群馬県みなかみ町は、三菱地所 株式会社、公益財団法人 日本自然保護協会（NACS-J）

と 10 年間の連携協定を 2023 年 2 月に締結し、同町の森林における生物多様性保全等の

活動を目的として、同期間内にて 6 億円の寄付を行うとしている。同協定では、生物多

様性の保全・復元を目的とし、「①生物多様性が劣化した人工林を自然林へ転換する活動」

「②生物多様性豊かな里地里山の保全と再生活動」「③ニホンジカの低密度管理の実現」

「④Nbs（Nature-based Solutions）の実践」「⑤生物多様性保全や自然の有する多面的機能

の定量的評価への挑戦と活用」の 5 つの取組を進めていくとされている。 

表 3  実施体制及び取組の意図、役割 

主体 本協定締結の意図 想定される役割 

群馬県みなかみ

町 

・ 人と自然が共生した持続可能なまち

「ユネスコエコパークと SDGs のま

ちづくり」の推進 

・ 生物多様性保全に係る施

策の実施 

三菱地所株式会

社 

・ 自然資本回復への貢献、また、それ

を通じた自然資本に関するリスク・

機会に関する情報開示対応の準備 

・ 生物多様性保全に係る施

策実施のための資金提供 

公益財団法人日

本森林保護協会 

・ 群馬県みなかみ町で実施している生

物多様性保全に係る取組の規模拡大 

・ 生物多様性保全実施に係

る技術的支援 

（出所）三菱地所株式会社ウェブサイト等より作成 

 

本協定における各種取組の詳細については公開されていないが、取組の概要等につい

ては下記の通りである。 

表 4  協定に基づく取組の概要 

取組 背景・目的 取組概要 
みなかみ町での他取組との 

関連性 

生物多様性が

劣化した人工

林を自然林へ

転換する活動 

自然林と比較し

て生物多様性の

低い、管理不足

の人工林での生

物 多 様 性 の 保

全・復元 

みなかみ町の森林約 80ha

を 10 年かけて人工林から

自然林への転換を進めて

いくとし、植樹・除伐等

の実施予定。加えて、イ

ヌワシやクマタカ等の生

態系の指標種となる動植

物の保全を推進する 

みなかみ町では「三国山地/赤

谷川・生物多様性復元計画

（赤谷プロジェクト）」にお

いて、地域住民で組成された

地域協議会や、日本自然保護

協会 、関東森林管理局と協働

してイヌワシ等の生育環境向

上等に取り組んでいる 

生物多様性豊

かな里地里山

の保全と再生

活動 

耕作放棄や外来

種 の 移 入 等 に

よって荒廃が進

む里地里山の保

全・復元 

具体的な作業として、た

め池での外来種防除等を

実施予定 

みなかみ町森林整備計画にお

いても里地里山の保全の実施

について言及 
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取組 背景・目的 取組概要 
みなかみ町での他取組との 

関連性 

ニホンジカの

低密度管理の

実現 

農林業被害・森

林生態系の破壊

につながるニホ

ンジカの適正密

度での管理促進 

科学的なモニタリング・

効率的な捕獲技術の開発

を実施予定 

みなかみ町森林整備計画にお

いて、約 8,000ha の森林を、

鳥獣害防止森林区域として林

班単位で定めている。また、

「赤谷プロジェクト」におい

ても、ニホンジカの低密度管

理に向けた取組を実施 

NbS の実践 上述の 3 つの取

組を通じた生態

系サービスの発

揮・持続的な地

域づくりへの貢

献 

人工林から自然林への転

換の際に生じる木材の利

活用や、里地里山で収穫

される一次産品の高付加

価値化、シカ肉の活用等

を実施予定 

（特筆すべき事項無し） 

生物多様性保

全や自然の有

する多面的機

能の定量的評

価への挑戦と

活用 

生物多様性保全

全般において課

題とされる定量

評価手法の開発 

研究機関・大学等と連携

して国際的にも先進的な

事例となり得る生物多様

性の評価手法の開発を進

める 

（特筆すべき事項無し） 

（出所）三菱地所株式会社ウェブサイト等より作成 

 

（2）資金源 

「企業版ふるさと納税（地方創生応援税制） 」を活用し、10 年間の連携において、三

菱地所株式会社が群馬県みなかみ町に対して 6 億円の寄付を予定している。 
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（3）投資家等に向けて公開されている情報 

自治体側（群馬県みなかみ町）は、内閣府ウェブサイト「企業版ふるさと納税ポータ

ルサイト」内にて公開されており、各自治体の地域再生計画や寄附対象の事業等につい

て情報を発信している。みなかみ町は、地域再生計画「みなかみ町まち・ひと・しごと

創生推進計画1」を策定・公表している。 

三菱地所は同事業への投資を外部に直接的に呼びかけているものではないが、同社の

サステナビリティの取組の 1 つとして同社ウェブサイト 、統合報告書等で、契約締結の

実施・本契約締結の意図・概要を公開している。なお、現在は協定を締結し取組を開始

した段階であることから、成果に関する情報はなく、今後の取組予定が紹介されている

ものである。 

 

３．良質な森林資源“吉野材”を活用した新たな居住様式の創造による地方創生奈

良モデルの確立（大和森林管理協会・奈良中央信用金庫） 

（1）事業内容 

環境省「令和 2 年度地域における ESG 金融促進事業委託業務」採択事業であり、奈良

県への移住促進と空家問題の解消を目的とし、住宅建築サプライチェーンの再構築を目

指す取組である。 

具体的には、地域資源、森林資源としての吉野材を活用し、老朽化した住宅ストック

の ESG 住宅 への更新を検討する。ESG 住宅のコンセプトとして、吉野材を代表とする奈

良県産材の活用・脱炭素社会の実現・シェアリングシステムの導入・自然に近接したラ

イフスタイルの実現・地元建築事業者との協業を掲げている。 

今後の展望として、以下が期待されている。 

 他の金融機関との連携も視野に、ESG 要素を取り入れた事業性評価の高度化と資源

循環型 ESG 住宅の普及に繋がる。 

 良質な森林資源を活用した新たな住宅様式の創造は、林業から地域住民に至るサプ

ライチェーンのグリーン化や地域の活性化に繋がる。 

このモデルを通じ、地元産材の需要が構築されることで、地域の森林管理が進むとい

う、間接的な森林への資金還流が期待される。 

 

（2）実施体制 

実施体制は以下の通り。 

【実施体制及び本取組における役割】 

 奈良中央信用金庫：事業化の中心的役割、事業者の本業支援、地域循環共生圏創

 
1 （https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai64nintei_furusato/plan/y018.pdf） 
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出に係る支援、地元自治体と移住促進と空き家対策のための連携協定締結に向け

た連携、大和森林管理協会と地域課題の解決に向けた連携 

 大和森林管理協会：支援対象者への調査・支援、地域課題の解決に向けた奈良中

央信用金庫との連携 

 本スキームに限らず、同協会は自治体林政支援、森林調査評価、バイオマス、

木工木育、温浴施設運営（指定管理者）、吉野林業地における各種支援、寺社

境内林整備、研究コンサルティングなどの各種事業を実施する組織である。 

 地元自治体：移住促進施策・事業者支援施策の提供、奈良中央信用金庫と移住促

進と空き家対策のための連携協定締結に向けた連携 

 林業・木材関係事業者：住宅供給に向けた木材サプライチェーン構築 

 

 

図 4  実施体制及び役割 

（出所）環境省ウェブサイト（https://www.env.go.jp/content/900517301.pdf）より転載 
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４．滋賀銀行による脱炭素融資に連動した寄付スキーム「未来よし＋」 

（1）事業内容・実施体制 

滋賀銀行では、脱炭素向け融資商品「未来よし」シリーズに連動した寄付スキーム

「未来よし＋（プラス）」を扱っている。脱炭素を推進する融資を行い、これによる収益

の一部を滋賀銀行が生物多様性保全の取組への寄付や森林クレジットの購入に充てるこ

とで、森林管理、脱炭素・森林保全、生物多様性保全につながるという取組である。 

「未来よし」シリーズには、脱炭素に資する設備投資に使途を限定した「カーボン

ニュートラルローン 未来よし」や、太陽光パネルや蓄電池を設置した住宅を対象にした

「スーパー住宅ローン 未来よし」などがある。 

 

図 5  「未来よし」のスキーム図 

（出所）滋賀銀行「カーボンニュートラルローン未来よし」 

（https://www.shigagin.com/pdf/company_ESG_miraiyoshi.pdf）より転載 

 

実施体制は以下の通り。 

【実施体制及び本取組における役割】 

 滋賀銀行：脱炭素向け融資（金利優遇あり）の実施、融資利用実績に基づき寄付

スキーム「未来よし＋」を通じたクレジットの購入（なお、収益はニゴロブナ・

ワタカ放流事業などへの寄付へも充てられる） 

 「未来よし＋」対象商品の利用者：融資を受けての脱炭素につながる取組の実施、

光熱費削減、企業価値向上 

 滋賀県造林公社・金勝生産森林組合：森林由来カーボンクレジット創出、クレ

ジット売買で生じた利益を森林整備・森林管理に活用 

 滋賀県造林公社は、滋賀銀行と「びわ湖カーボンクレジット」パートナー協定を

締結 

 

 



- 13 - 

 

（2）投資家等（融資活用企業）に向けて公開されている情報 

「未来よし＋」の説明と、対象融資商品を利用した事業者をホームページ上に公開し

ている（公開に同意した場合のみ）。利用者が対象融資商品を活用することにより、地域

の脱炭素・森林保全、生物多様性保全にも貢献していることの説明・アピールがなされ

ている。 

投資家向けディスクロージャー誌においても、クレジット購入による脱炭素・森林保

全への貢献が説明されている。 

「未来よし＋」による寄付の内容はその都度ニュースリリース等で公表されているが、

森林管理等に投じられた金額や森林における成果等のまとまった情報は確認されない。 

 

  

図 6  「未来よし＋」に関する説明資料 

（出所）滋賀銀行「『未来よし＋』の取組」 （https://www.shigagin.com/pdf/about_MiraiyoshiPlus_user.pdf）より転

載 
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５．山形県白鷹町・物林株式会社・デロイトトマーツグループの三者協定による取

組 

（1）事業内容・実施体制 

デロイトトーマツグループは、2023 年 4 月に山形県白鷹町・物林株式会社と、同町に

おける林業の課題解決に向けた三者協定を締結した。この協定の下、白鷹町の林業再

生・地域活性化、また、同様の課題を抱えるわが国林業の課題解決への示唆獲得を目的

に、林業経営の適地ゾーニングや伐採から造林までの一貫作業システムの実施・下刈り

の省略といった林業作業の効率化、歩留まり改善に着目した製材品開発等の木材の高付

加価値化に関する実証を行う方針が示されている。この実証では白鷹町に位置する

1,000ha 単位の森林を対象地域としているが、詳細は公開されていない2。 

詳細な取組内容等については公開されていないが、三者の役割は下記のように整理さ

れている。 

【実施体制及び本取組における役割】 

 デロイトトーマツグループ：森林・林業経営に関するビジネスプランニングや

ファイナンス能力の強化、それらの適切な運営のためのガバナンス向上に関する

アドバイザリー業務の提供。山形県白鷹町：同町が策定している「白鷹町森林と

つながる暮らしビジョン」の実現に向けた施策の実践 

 物林株式会社：低コスト林業実現のための技術支援や製材品開発による森林資源

の需要開拓 

 

（2）投資家に向けて公開されている情報 

デロイトトーマツグループが取りまとめている「Japan Forest 2050 プロジェクト」は、

関連事業者との連携を視野に入れており、「Japan Forest 2050 Ver.1.0」においても同プロ

ジェクトに賛同・参画する団体を募集している。 

下図の通り「Japan Forest Ver.1.0」では、2050 年の林業ビジョン実現のためのロード

マップにおいて、2020 年から 2025 年（Stage 1）は林業の採算性改善を阻む課題の探索を

主目的としたフェーズと整理。上述の三者協定での実証事業についても Stage1 の取組と

して位置づけられていると考えられる。 

 
2 （参考）物林株式会社が出資している「おきたま林業株式会社」が、2022 年 2 月に白鷹町の地縁団体から約

1,700ha の森林管理を委託されており、上記実証でも当該森林を中心に実証を進めていくものと推察される。 
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図 7  Japan Forest Ver.1.0 のロードマップ 

（出所）デロイト トーマツ グループ「Japan Forest 2050 Ver.1.0」（2022 年）より転載 

 

 

６．コクヨ株式会社による「結の森プロジェクト」 

（1）事業内容 

結の森プロジェクトは、コクヨグループが四万十川流域で推進する森林管理等の取組

である。森林を保全するだけでなく、伐採木を木材製品に加工して販売するなど、環境

と経済の好循環を掲げて経済価値の創出にも取り組んでいる点が特徴的である。 

 森林の適切な管理： 

 高知県四万十市にある、四万十町森林組合（かつての大正町森林組合）が管

理する民有林を対象に、毎年 150ha 程度を目標に間伐を実施している。2006

年の取組開始から 2022 年度末時点での累計間伐面積は 2,053ha に達している。 

 対象森林（管理面積 5,425ha）は FSC 認証を取得し持続可能な森林管理が行わ

れていることを第三者認証をもって担保している。 

 2007 年度以降、間伐による CO2 吸収効果に対し高知県から「CO2 吸収証書」

が交付されている。2022 年度の単年での吸収量は 4,133tCO2、取組開始からの

累計（2006 年 4 月～2022 年 3 月）は 76,222tCO2である。 

 間伐材の利用：間伐材の一部を地元の集成材工場で集成材並びに製品に加工し販

売している。ヒノキ間伐材から生産されたテーブルや椅子、カウンターや、同社

のインターネット販売（カウネット）で展開されている結の森商品シリーズ（オ

フィス機器等 ）などがある。 

 モニタリング調査：森林及び周辺地域の生態系を把握するための定期的なモニタ
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リング調査を、地元四万十高校の学生やコクヨの社員とともに実施している。毎

年 2 月に清流調査、11 月に FSC 認証継続に必要な植生調査を実施している。こう

した調査と連動して、コクヨの社員や協力会社の関係者が参加する体験ツアーも

実施され、森林保全への理解醸成を進めている。 

 

図 8  コクヨ「結の森プロジェクト」の概要 

（出所）コクヨ株式会社「結の森プロジェクト」ウェブサイトより転載 

 

（2）資金源 

取組における人工林間伐費用の一部をコクヨが支援している。 

「結の森プロジェクト」は CSR 活動としての位置づけであり、また対象森林での CO2

吸収量を認証し自社目標に計上したいと考えているが、現制度では難しい。同取組に対

し外部から投資を呼び込むことは目指されていない。 

 

（3）投資家等に向けて公開されている情報 

「結の森プロジェクト」は、上述の通り、同事業への資金投入を外部に直接的に呼び

かけているものではないが、同社のサステナビリティの取組の 1 つとして同社ウェブサ

イト 、統合報告書等で取組内容や成果が説明されている。 

【公開されている情報】 
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 取組内容：取組のきっかけ、事業概要、実施体制、取組の様子（写真）／等 

 成果： 管理面積、間伐面積、CO2認証吸収量／等 

 

７．一般財団法人セブン-イレブン記念財団による「セブンの森」 

（1）事業内容 

セブン-イレブン記念財団では、「セブンの森・セブンの海の森」づくりとして、既に

取組が終了したものも含め全国 30 カ所、計 1,774.4ha の森林及び海で整備・保全活動等

を実施している。各地域において地元の自治体、学術機関等と連携体制を構築している。

森林環境の保全に貢献するとともに地域社会の交流を実現することによる地域の発展へ

の寄与を目的としている。 

（2）資金源 

全国のセブン-イレブン店頭に寄せられた募金、（株）セブン-イレブン・ジャパンから

の寄付金（2022 年度総額は約 4 億 3,000 万円）の一部を資金源としている。 

（3）投資家等に向けて公開されている情報 

セブン-イレブン記念財団のウェブサイトで取組の詳細が紹介されている。寄付を募る

目的での情報発信である。 

【公開されている情報】 

 30 カ所の「セブンの森」「セブンの海の森」の紹介：場所、活動時期、面積、各場

所での活動履歴・写真 

 年度ごとの活動報告：活動回数、参加人数、植樹本数、各場所での実施内容・時

期 

 

図 9  ウェブサイトにおける情報公開のイメージ 

（出所）セブン-イレブン財団「「セブンの森・セブンの海の森」づくり」ウェブサイト

（https://www.7midori.org/katsudo/sizen/711forest/）より転載 
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８．サントリーホールディングス株式会社による「サントリー天然水の森」 

（1）事業内容 

サントリーホールディングス（HD）は、製品製造に必要な水のサステナビリティ確保

を目的に、国内工場で使用する水の 2 倍以上の地下水を工場の水源涵養エリアの森で育

む「ウォーター・ポジティブ」活動を実施している。同社の水科学研究所を中心に工場

の水源涵養エリアを特定し、その周辺の行政機関や森林所有者と森林整備の協定を結び

「天然水の森」を設定している。 

「サントリー天然水の森」は 2003 年熊本県・阿蘇から始まり、2023 年 2 月に東京都檜

原村が加わった時点で 15 都府県 22 か所、約 12,000ha に達している。各地域と長期契約

を結んでいる点が特徴である（数年単位の契約年数の地域とは長期にわたる契約更新を

予定） 。 

「天然水の森」における森林管理として、具体的には、森林の植生や地質などの詳細

な調査をした上で長期活動計画であるビジョンを策定し、針葉樹人工林での間伐、作業

道の開設、獣害対策等を実施している。森林管理に伴い発生した材は、「育林材プロジェ

クト」として木材製品に加工され一部利活用されている。 

管理を行う森林の目指す姿として、以下の目標が掲げられている。 

 水源涵養林としての高い機能を持った森林 

 生物多様性に富んだ森林 

 洪水・土砂災害などに強い森林 

 CO₂吸収量の高い森林 

 豊かな自然と触れ合える美しい森林 
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図 10  「サントリー天然水の森」の分布 

（出所）サントリーHD ウェブサイト「サントリー天然水の森」

（https://www.suntory.co.jp/company/csr/env_water/forest/）より転載 

 

（2）投資家等に向けて公開されている情報 

事業への投資を外部に直接的に呼びかけているものではないが、同社のサステナビリ

ティの取組の 1 つとして同社ウェブサイトで取組内容が紹介されている。 

数値情報としては、ウェブサイトにおいて対象地の面積と契約年数の情報の他、「サン

トリー天然水の森」のほか「愛鳥活動」「水育」活動も含めた一連の社会活動事業の年間

投資額が公表されてきた。これに加え、2022 年 9 月に初めて、「サントリー天然水の森」

での取組における生物多様性再生に関するレポートを公表した3。 

 

 
3 「サントリー天然水の森 生物多様性「再生」レポート」

（https://www.suntory.co.jp/company/csr/data/report/pdf/biodiversity_report.pdf） 
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９．丸紅株式会社による国内での CSR 活動 

丸紅株式会社は、国内外の森林において目的の異なる様々な取組を実施している。その

うち本項では、国内での CSR を目的とした活動を取り上げる。 

（1）事業内容 

丸紅では CSR 活動の一環として、東京都青梅市や大阪府岸和田市での森林整備活動や

環境教育活動への社員参加を実施している。 

東京都青梅市の活動は、東京都が事務局となり実施している「東京グリーンシップア

クション 」（企業等が NPO 法人等及び都と連携し、都の指定する保全地域において自然

との触れ合い、学習・体験活動等を実施する自然環境保全活動）の一環で、同社の社員

ボランティアが中心となり 2006 年から毎年 1 回の間伐を実施。 

大阪府岸和田市の活動は、NPO 法人「神於山保全くらぶ 」の指導のもと、丸紅グルー

プの社員が育林・整備活動の一環として、森林に関する環境教育を体験。なお、丸紅大

阪支社は 2006 年以来、大阪府の育林・森林整備活動である「アドプトフォレスト 」に賛

同しており、神於山保全くらぶとともに神於山での継続的な保全活動を実施している。 

 

（2）投資家等に向けて公開されている情報 

上述の CSR 活動自体は、同事業への資金投入を外部に直接的に呼びかけているもので

はないが、同社ウェブサイトにて、サステナビリティに関する取組の 1 つとして概要が

紹介されている。 

なお、同社の統合報告書では本取組に関する記述はなく、あくまでも CSR 活動の一環

と想定される。 

 

 

１０．三井住友信託銀行等が投資する海外森林ファンド 

三井住友信託銀行は、以下 2 つの海外森林ファンドへの投資を行っている。本項では 2

つの森林ファンドの概要を整理する。 

１０.１  Hancock Timberland and Farmland Fund: HTFF 

（1）事業内容・実施体制・資金源 

Hancock Timberland and Farmland Fund:（HTFF）は、業界最大規模の運用額を誇る企業

Manulife Investment Management Timberland and Agriculture Inc. が運用する森林ファンドで

ある。米国、豪州、南米といった森林・農地アセットの成熟市場にグローバルに分散さ

れた投資を実施している。 

同社の森林管理地はすべて SFI 認証または FSC 認証のいずれかで認証されている。 

対象森林は、Manulife Investment Management Timberland and Agriculture Inc.とその関連
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企業が管理する約 200 万 ha の森林である。 

我が国の三井住友信託銀行は、出資者としてこのファンドに関与している。資金規模

は現在約 7 億 600 万米ドルである。 

表 5  HTFF ファンドの対象森林とその概要 

森林の所在 
取組概要 

対象森林について 経緯 森林管理手法 

ニュージー

ランド 

・ 約 52 万 ha 

・ ノースランド、オークラ

ンド、ワイカト、ベイオ

ブプレンティ、ホライゾ

ンズ（マナワツ-ワンガ

ヌイ)、ホークスベイ地

域に位置するプランテー

ション林 

・ 2004 年からニュージーランド

で持続可能なプランテーション

管理サービスを提供 

・ FSC 認証・PEFC

認証に則った管

理 

チリ ・ 約 18 万 ha 

・ チリ中南部のニュブレ州

とロスラゴス州の間に位

置する森林 

・ 2004 年からチリで持続可能な

プランテーション管理サービス

を提供 

・ Manulife Investment Management 

Forestal y Agrícola SpA（MFA）

の下で事業を実施 

・ FSC 認証に則っ

た管理 

ブラジル ・ 約 5.6 万 ha 

・ ブラジル中西部のマット

グロッソドスル州に位置

する森林 

・ 2005 年からブラジルの植林地

に持続可能な管理サービスを提

供 

・ Manulife Investment Management 

Florestas e Agricultura Ltda 

(MFM (BR)) の下で事業を実施 

・ FSC 認証に則っ

た管理（MFM が

2020 年より認証

を受けた） 

米国 ・ 約 130 万 ha 

・ 米国太平洋岸北西部、北

東部、南東部、南西部、

湖沼に位置する森林 

・ 1995 年以来、米国で持続可能

な森林管理サービスを提供。 

・ Manulife Investment Management 

Forest Management (MFM)の下

で事業を実施 

・ SFI 規格の認証

に 則 っ た 管 理

（MFM は 2000

年より認証を受

けた） 

（出所）Manulife Investment Management Timberland and Agriculture Inc. ウェブサイト 

（https://www.manulifeim.com/timberland-agriculture/global/en）より作成 

 

１０.２  New Forests Tropical Asia Forest Fund 2: TAFF2 

（1）事業内容・実施体制・資金源 

New Forests Tropical Asia Forest Fund 2（TAFF2）は、豪州を拠点とする New Forests Asia 

(Singapore) Pte. Ltd. が運用するクローズドエンド型ファンドである。政府系金融機関やソ

ブリンウェルスファンド（政府が出資する投資ファンド）等の公共性の高い資金、民間

企業の資金の両者を活用するブレンドファイナンスの手法を採用している。 

同社は東南アジアを最重要拠点と位置づけ、当該ファンドの主な投資対象を東南アジ

アの森林とし、気候変動対策や生物多様性の保護なども考慮した森林投資を実施してい

る。 

親会社である New Forests 社（三井物産が 49%株主、野村 HD が 41%株主）はアジア・
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オセアニア最大規模の森林アセットマネジメント事業者である。管理・運用を受託する

森林資産総額は約 107 億豪ドル、資産面積は約 120 万 ha である。 

ファンド TAFF2 の対象森林は、東南アジアの商業植林地のうち、FSC 認証取得がなさ

れている森林である。 

出資者の構成は、オーストラリア、欧州、日本、フィリピン、シンガポール、米国の

投資家である。日本からは、三井住友信託銀行の他に、三井物産や野村ホールディング

スも出資している。資金規模として、目標 3 億米ドルに対し、現時点で 1 億 2,000 万米ド

ルが集まっている。 

 

１０.３  三井住友信託銀行による上記ファンドへの出資に関する情報発信 

（1）投資家等（取引企業）に向けて公開されている情報 

上記に挙げた 2 つの海外森林ファンドに投資している三井住友信託銀行として、その

状況を取引先企業等に向けて公開している。森林への投資を促すための情報ではなく、

収益確保を目的に海外森林への投資を行っているとして、自社取引企業にアピールする

ための情報である。 

具体的には、ニュースリリースにおいて、以下の通り、投資の目的及び投資したファ

ンド・事業スキームの概要に言及している。 

 ファンドの名称、ファンド運用企業名、資金スキームの概要 

 出資理由： 

 投資対象や投資戦略の異なる 2 つのファンドへの投資を通じグローバルに分

散されたポートフォリオを構築 

 投資を通じて獲得した知見を顧客の課題（森林アセットそのものや排出検討

の森林に関するアセットに係る課題 ）の解決に資する 

 顧客である投資家が森林ビジネスへアクセスできる土壌を構築する 

 関連事業における将来ビジョン：脱炭素や各種インフラ等の領域をはじめとする

様々な社会課題解決に資する事業や企業に対し 2030 年までに累計 5,000 億円を投

資、これを呼び水として機関投資家の資金を募り 2.5 兆円の投資規模としていく計

画 

 

なお、2022/2023 年版サステナビリティレポートにおいては、海外森林ファンドへの投

資に関する言及は確認されない。 
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１１．住友林業株式会社等が立ち上げた海外森林ファンド「Eastwood Climate 

Smart Forestry Fund I」 

（1）事業内容・実施体制・資金源 

Eastwood Climate Smart Forestry Fund I は、2023 年に取組開始が発表された新たな事業

スキームである。 

2023 年 5 月 11 日、住友林業株式会社の傘下で米国の森林アセットマネジメント事業会

社 Eastwood Forests, LLC が森林ファンド Eastwood Climate Smart Forestry Fund I を組成す

ることが発表された。 

対象森林は、北米を中心とした森林である。投資回収ポテンシャルを踏まえて 2027 年

までに約 13 万 ha の森林を購入し運用予定となっている。 

ファンド組成の目的として、以下が掲げられている。 

 目的：本ファンドを通じて、森林が持つ多面的機能が十分発揮できるよう持続可

能な森林経営を実践し、木材販売等から得る利益や森林が生み出すカーボンクレ

ジットを出資者へ還元して社会全体のカーボンオフセットに貢献すること。 

 数値目標 1：2030 年までに本ファンドでの運用資金規模を 1,000 億円とし、管

理する森林を追加することで住友林業グループが世界で保有・管理する対象

森林面積を 50 万 ha まで拡大する 

 数値目標 2：参画企業各社の出資金により、2027 年までに北米を中心に約 13

万 ha の森林を購入・管理 

 

図 11  Eastwood Climate Smart Forestry Fund I のスキーム 

（出所）住友林業ウェブサイト（https://sfc.jp/information/news/2023/2023-07-10.html）より転載 
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実施体制は以下の通り。 

【実施体制及び本取組における役割】 

 Eastwood Forests, LLC：森林資産の取得・売却、森林経営などのファンド運営の全

体管理 

 SFC アセットマネジメント株式会社（住友林業の 100％子会社 ）：ファンド組成及

び組成後の出資者とのコミュニケーション等に関して日本側からファンドを支援 

 

資産規模は約 600 億円、参加企業各社からの出資金により調達する。運用期間は 15 年

が予定されている。 

 

（2）投資企業が投資判断に至った経緯・理由・根拠等 

下表に示す 10 企業が同ファンドへの出資を表明している。森林管理を通じた SDGs へ

の総合的な貢献を目指す企業がある一方で、ファンドによる森林管理を通じて得られる

森林吸収クレジットの獲得・活用に期待している企業が複数ある。 

 

出資事業者 
サステナビリティに関する 

取組方針 

森林ファンド Eastwood への 

出資判断の経緯・理由等 

住 友 林 業

（株） 

・ 住友林業のバリューチェーン「ウッ

ドサイクル」を回すことで、森林の

CO2 吸収量を増やし、木造建築の普

及で炭素を長期にわたり固定し、自

社のみならず社会全体の脱炭素に貢

献することを目指す（2030 年までの

長期ビジョン「 Mission TREEING 

2030」） 

・ 循環型森林ビジネスの加速に向

け、グローバル規模の森林ファン

ド組成や森林面積拡大を進める方

針で本ファンドの組成・運用を関

係企業により主導する形で参画、

自社も出資 

・ 2030 年までに管理・保有する森

林面積を計 50 万 ha まで拡大し、

運用資産 1,000 億円規模の森林

ファンド運営を目指す 

ENEOS

（株） 

・ グループとして、Scope1、2 の CO2

排出量を 2030 年度までに 2013 年度

対比 46%削減、2040 年度までにカー

ボンニュートラルを実現するという

目標を設定 

・ 目標達成に向け、自社の GHG 排出

削減、CCS（CO2 の回収・貯留）、

CO2 除去（森林吸収等）に広く取り

組む方針 

・ CO2 除去（森林吸収）に取り組む

足掛かりになると判断して参画 

・ 本ファンドを通じ、適切な森林管

理から創出される質の高いカーボ

ンクレジットがグローバルな気候

変動対策、生物多様性、水資源の

確保など社会課題の解決に貢献す

ることに期待 

大 阪 ガ ス

（株） 

・ Daigas グループは、2050 年のカーボ

ンニュートラル実現を目指す（2021

年 1 月「カーボンニュートラルビ

ジョン」、2023 年 3 月「エネルギー

トランジション 2030」） 

・ メタネーション技術の研究開発や、

e-methane（合成メタン）の本格導入

に向けたサプライチェーン構築に取

り組むほか、カーボンクレジットの

・ 本ファンドが創出する質の高い

カーボンクレジットに期待し、参

画 
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出資事業者 
サステナビリティに関する 

取組方針 

森林ファンド Eastwood への 

出資判断の経緯・理由等 

創出事業者への出資や CCS を含む

「CO2 バリューチェーンの構築」の

検討など、CO2 の削減に向け取り組

む方針 

東 京 セ ン

チ ュ リ ー

（株） 

・ SDGs を踏まえたマテリアリティの

一つとして「脱炭素社会への貢献」

を掲げ、太陽光発電を中心とした再

エネ事業やオートリース事業を通じ

た EV（Electric Vehicle）の普及に注

力 

・ 住友林業グループの長期ビジョン

と、生物多様性の確保など自然資

本としての付加価値を有する質の

高いカーボンクレジットの創出を

目指す本ファンドの設立趣旨に賛

同し、出資を決定 

・ 本ファンドへの参画を通じ、森林

経営に係る知見を得るとともに、

還元されるカーボンクレジットを

活用した新事業の創出を目指す 

日 本 郵 政

（株） 

・ SDGs を踏まえたマテリアリティの

一つとして「脱炭素社会への貢献」

を掲げ、太陽光発電を中心とした再

エネ事業やオートリース事業を通じ

た EV（Electric Vehicle）の普及に注

力 

・ 本ファンドの取組が左記のグルー

プの方向性と整合しており、本

ファンドへの参画はカーボン

ニュートラルに向けた取組の一環

になると考え、出資を決定 

・ 本ファンドへの出資に加え、今後

住友林業グループとともに国内外

の森林を取り巻く様々な課題解決

において役割を果たすことを目指

す 

日 本 郵 船

（株） 

・ グループの外航海運事業における

GHG 排出量削減長期目標として

「2050 年までのネット・ゼロエミッ

ション達成」を掲げている 

・ 左記目標達成の手段として参画を

決定 

・ ファンドへの参画を通じ得られる

CO2 吸収量を、当社グループの事

業活動により直接、間接的に排出

される GHG のオフセット等に活

用する方針 

芙 蓉 総 合

リ ー ス

（株） 

・ CSV（共有価値の創造）の実践を通

じた社会課題の解決と経済価値の同

時実現により、企業グループとして

持続的な成長を目指している（中期

経営計画「Fuyo Shared Value 2026」

（2022 年～）） 

・ 本ファンドへの参画により脱炭素

社会の実現、森林が持つ生物多様

性・水資源の保護等の多面的な機

能の発揮に貢献することで、豊か

な社会の実現と持続的な成長に貢

献していく方針 

（株）三井

住友銀行 

・ グループとして、社会課題の解決を

主導し、経済の成長とともに社会課

題が解決に向かい、そこに生きる

人々が幸福を感じられる「幸せな成

長」に貢献することを目指す（中期

経 営 計 画 「 Plan for Fulfilled 

Growth」） 

・ 上記実現のために特に解決を目指す

べき喫緊の課題として、DE&I・人

権、貧困・格差、少子高齢化、日本

の再成長と並び、「環境」を重点課題

と定めている 

・ 本ファンドへの出資を通じ、カー

ボンクレジットの市場拡大に寄与

すると共に、トランジションの支

援を通じた脱炭素社会の実現と、

自然資本の保全・回復に貢献する

方針 

三井住友信 ・ これまでも、複数の森林ファンドへ ・ 本ファンドへの出資を通じ、顧客
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出資事業者 
サステナビリティに関する 

取組方針 

森林ファンド Eastwood への 

出資判断の経緯・理由等 

託 銀 行

（株） 

出資しているほか、森林信託を開発

する等、信託ならではの SDGs への

取組を実施 

のカーボンニュートラル実現へ向

けた取組を後押しするとともに、

気候変動対策や生物多様性など森

林が持つ価値に着目した新たな市

場・機会を捉えたソリューション

提供力の強化に取り組む方針 

ユ ニ ・

チ ャ ー ム

（株） 

・ 「SDGs の達成に貢献する」ことを

パーパスと定め、中でも気候変動対

応を重要な課題の 1 つに位置付けて

いる（中長期 ESG 目標「Kyo-sei Life 

Vision 2030」（2020 年）） 

・ 本ファンドは自社が取り組む「気

候変動対応」に関する活動との親

和性が高いと判断し、出資決定に

至った 

・ 本ファンドにより、社会全体の

カーボンオフセットに貢献してい

く方針 

（出所）住友林業プレスリリース（https://sfc.jp/information/news/2023/2023-07-10.html）及び各社ウェブサイト等 

より作成 

 

 

１２．丸紅株式会社によるカーボンクレジット創出事業 

（1）事業内容 

丸紅株式会社は、2023 年 2 月にフィリピン 、2023 年 5 月にアンゴラでの森林再生プロ

ジェクト実施に向けた契約を締結した。今後、カーボンクレジット創出に取り組む方針

を示している。 

表 6  丸紅による海外森林でのカーボンクレジット創出の取組 

実施国 概要 実施体制 

フィリピン ・ 二国間クレジット制度（JCM）もしくは民間認証

機関によるボランタリークレジット創出に向けた

プロジェクトを推進することに合意し、覚書を締

結 

・ フィリピン西ネグロス州での植林等を通じて、生

物多様性の回復や地域コミュニティにおける雇用

創出等の社会公益性への貢献に加え、森林による

炭素吸収・固定を通じたカーボンクレジットの確

立による経済性の同時実現を目指す 

・ フィリピン環境天

然資源省 

・ DACON 

Corporation（大手

財閥グループであ

る DMCI Holdings 

Inc. の親会社） 

・ フィリピン大学森

林天然資源学部 

アンゴラ ・ 産業植林・環境植林プロジェクトの事業性を検証

することに合意し、覚書締結。本プロジェクトで

は、違法伐採等により劣化し、40 年以上放置され

ているアンゴラ南部地域での新規植林・再植林を

通じて、木材利用による森林産業の活性化や森林

による炭素吸収・固定を通じたカーボンクレジッ

トの確立を目指す 

・ ALCAAAL 

ANGOLA 

Investimentos e 

Participacos Lda

（大規模農業を展

開する現地企業） 

（出所）丸紅株式会社プレスリリース等より作成 
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（2）投資家等に向けて公開されている情報 

丸紅は 2021 年 3 月に「気候変動長期ビジョン」を策定しており、2050 年での GHG 排

出のネットゼロを掲げるとともに、2030 年に向けたアクションプランを提示。同アク

ションプランの中では、2030 年時点での数値目標に加え、具体的な推進方策の 1 つとし

て森林・植林地による CO2吸収・固定化を挙げている。 

中期経営戦略（GC2024）や 2022 年度の統合報告書内においても、森林・植林事業に

おけるカーボンクレジットの創出を進めることが示されている。 

 

 

１３．愛媛県久万高原町と ENOS グループによる「久万高原未来の森づくりプロ

ジェクト」 

（1）事業内容 

愛媛県久万高原町では、脱炭素社会における新たな森林の価値創造を求め、愛媛県久

万高原町、ENEOS、久万広域森林組合の 3 者で、森林を活用した脱炭素社会の実現に向

けた連携協定を締結した。 

対象森林は、久万広域森林組合が管轄する久万高原町の町有林（面河地区、美川地区

の直営林）、面積は 791.99ha である。協定に基づき、ENEOS 独自のクレジット創出プ

ラットフォームの第 1 号地として、森林由来カーボンクレジット創出の実証事業「久万

高原町未来の森づくりプロジェクト」を実施している。カーボンクレジットの認証対象

期間：8 年間（2021 年 4 月 1 日から 2029 年 3 月 31 日）、総吸収量（推定）は 8,798.4 tCO₂

である。 

なお、ENEOS は同様の取組を新潟県でも実施している。 

 

（2）実施体制 

実施体制は以下の通り。 

【実施体制及び本取組における役割】 

 Woodinfo、WasteBox（ENEOS の出資する協業先）：効率的な森林のモニタリング、

クレジット化手続き支援 

 ENEOS：クレジット化手続き、創出したクレジットの購入 

 久万高原町：クレジット化に関する情報提供・協力、クレジット売買で生じた利

益を森林管理に活用 

 久万広域森林組合：森林整備 
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図 12  実施体制及び役割、関係者連携のイメージ 

（出所）ENEOS ホールディングス株式会社「『森林を活用した脱炭素社会の実現』に向けた連携協定の締結につ

いて～『久万高原町未来の森づくりプロジェクト』でカーボンクレジット」

（https://www.hd.eneos.co.jp/newsrelease/upload_pdf/20220118_01_01_2011378.pdf）より転載 

 

（3）投資家等に向けて公開されている情報 

愛媛県久万高原町における取組は、ENEOS として、同事業への資金投入を外部に呼び

かけているものではない。同社の J-クレジットを活用したカーボンオフセットの取組の 1

つとして同社の中期経営計画にて取組内容が紹介されている。 
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II. 投資をする側と投資を受けたい側へのヒアリング調査及び国内の森

林を対象とした投資を実行する上での要望や課題の分析 

１．調査の概要 

上記 I. に示した文献情報に基づく事例調査結果、及び検討会における有識者からの意見

を踏まえ、下表に示す調査対象に対し、我が国においてどのような森林等への資金投入の

かたちがありうるか、これを実現させるために必要な情報や取組はないかを明らかにする

ことを目的に、ヒアリング調査を行った。 

表 7  ヒアリング調査対象一覧 

森林等への資金

投入の目的 

 

ヒアリング対象 
資金投入に

おける立場 
資金投入の目的（詳細） 

森林の 

区分 

A．森林・木材

等によるリター

ンを主な目的と

するもの 

岡山県西粟倉村 受ける側 森林の多面的活用を通じた林

業の基幹産業化 
①② 

株式会社百森 受ける側 

住友林業株式会社 する側 
CO2 吸収クレジットによる収

益の追求 
①② 

大和森林管理協会 受ける側 森林の貸出しによる収益獲得 ①② 

B ． リ ス ク 管

理・機会創出を

主な目的とする

もの 

サントリーHD 株

式会社 
する側 

自社事業のリスク管理（水資

源保全） 
②③ 

三菱地所株式会社 する側 自社事業のリスク管理（土地

開発の対価） 
①～③ 

群馬県みなかみ町 受ける側 

コクヨ株式会社 する側 
自社事業のリスク管理（木材

消費の対価）・機会創出 
①② 

キリン HD 株式会

社 
する側 

自社事業のリスク管理（地

域・自治体との関係構築） 
②③ 

株式会社トーセン する側 
自社事業のリスク管理（原料

木材の調達） 
① 

A・B の目的が

重なるもの 

ENEOS 株式会社 する側 CO2 吸収クレジットの獲得、

国内森林への貢献 
② 

愛媛県久万高原町 受ける側 

滋賀銀行 する側 
融資商品への CO2 クレジット

活用、地域自然資源の保全 
①② 

株 式 会 社

SOLABLE フォレ

スト 

する側 

（仲介） 

自社事業のリスク管理・収益

源の多様化 
①～③ 

日本製紙株式会社 する側 
木材の安定調達確保と循環型

社会構築への貢献 
①～③ 

（注）森林の区分は、「森林・林業基本計画」における育成単層林、育成複層林、天然性林の区分の考え方に基

づき、資金投入の目的によってどのような森林が選ばれうるかを考察したものである。具体的には次の通

り：①木材生産を期待する森林として木材生産機能の維持・増進を図る（育成単層林）、②木材生産を一

定程度期待する森林として木材生産機能の維持・増進に加え、生物多様性保全機能等の公益的機能の維

持・増進を図る（育成複層林）、③希少な野生生物が生育・生息する等、公益的機能の発揮を期待する森

林として生物多様性保全等の公益的機能の維持・増進を図る（天然生林） 

 

ヒアリング調査対象のうち、II.で取組の概要を示していない 4 件について、選定にあたっ

て着目した取組の概要を下表に示す。 
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表 8  ヒアリング調査のみを実施した事業体の取組概要 

ヒアリング

対象 
森林への資金投入に関する取組概要 

キリン HD

株式会社 

 自社製品の製造拠点地域の自治体等と環境保全に関する中長期の協定を結んで

おり、その取組の 1 つとして森林保全活動を実施しているケースが複数ある 

 取組の目的としては、事業の持続性確保、地域・自治体との関係構築の意味合

いが強い 

株 式 会 社

トーセン 

 素材を調達・加工する製材事業者として、原料調達におけるリスク管理を目的

に、出材を見込むことのできる森林を選定し購入。自社事業で使用する原料

（木材）のうち一定割合を自社有林から調達できるように森林を確保 

株 式 会 社
SOLABLE

フォレスト 

 森林売却希望者と森林購入希望者とのマッチングを行う仲介サイト「森林.net」

（https://www.shin-rin.net/）を 2018 年から運営。 

 自社で所有する木材生産目的の山林を増やす目的で、情報収集も兼ねてサイト

を開設したが、現状は比較的小規模な個人客からの売買依頼に対応。森林不動

産事業の開始による自社収益源の多角化も視野に入れている 

日本製紙株

式会社 

 木材を原料として使用する業界、またその中でも国産材使用比率の高い企業と

して、原材料の長期的な安定調達を基軸に、脱炭素・循環型社会構築への貢献

も視野に取組を実施 

 具体的には、国内森林管理を通じた製紙原料の確保（約 200ha/年の主伐再造

林）、エリートツリーの普及による林業の成長産業化、静岡県内の社有林での J-

クレジット創出、飲料メーカー企業と連携した水源林管理、社有林での生物多

様性保全の取組等、多様な取組を実施している 

（出所）各種文献およびヒアリング調査結果に基づき作成 

 

 

ヒアリング調査項目は、以下の通り。 

【調査項目：資金投入する側】 

 資金投入の目的と求める成果 

 森林・木材等による収益が主な目的か、あるいはリスク管理・機会創出が主な

目的か、あるいは CSR 活動か 

 （収益を主な目的としていない場合）他の ESG/CSR 等に係る取組ではなく、

森林を対象に資金投入をする意義は何か 

 森林投資を事業の中でどのように位置づけているか（企業のストーリーとして

どのように位置づけているか） 

 森林等への資金投入を通じて期待する成果は何か 

 具体的な成果として直接的な収益を求める場合、投資の回収期間・回収規模に

ついて、どのように想定しているか 

 （地域金融機関の場合）基本的には「融資」による資金投入か。系統金融機関

の動きは意識しているか。 

 資金投入の判断根拠・意思決定プロセス、実施手順 

 資金投入に至る社内の意思決定プロセス、決断の根拠はどのようなものか 

 資金投入先の事業体に対してどのような要件を求めるか 

 資金投入の判断において、木材等のサプライチェーンまで含めて検討したか 

 資金投入先の森林等の選定理由・方法はどのようなものか（選定理由の例：自
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然環境的側面、社会的側面） 

 取組の関係者とどのように体制・関係を構築したか 

 資金投入に至る意思決定において、もっともコスト（費用・労力）がかかった

のは何か 

 資金投入先の森林等の情報・データの収集にはどの程度コストをかけたか 

 資金投入後の対応（モニタリング等）はどのように実施し、コストはどの程度

か 

 資金投入先に求める情報提供 

 資金投入先に対して、どのような情報提供を求めているか。（資金投入実施の

判断材料となる情報、投資の成果に関する情報） 

 それらの情報はどのように活用する予定か 

 

【調査項目：資金投入を受ける側】 

 資金投入を受ける森林の概要 

 対象とする森林はどのようなものか。（自然環境的側面、社会的側面） 

 当該森林が資金投入を受ける理由・目的は何か。 

 対象森林において考えうる資金投入のかたち、ニーズ・シーズ 

 資金投入を受けた結果、当該森林が得られる成果は何か、資金投入する側に対

して提供できる価値・アピールポイントは何か。 

 サプライチェーンを含めた成果か。 

 得られる成果を踏まえ、どのような資金投入のかたちがありうるか。想定のス

キームがある場合、どのようなものか。 

 受ける資金投入の規模・期間等の想定はあるか。資金投入を受けるに当たって

の契約関係や手続き等についてどのようなかたちがありうるか。 

 資金投入を受けての森林管理等に対し提供できる体制・技術は何か。資金提供

を受ける以外にどのような追加の取組（体制整備等）が必要か。 

 資金投入を受けたうえで成果を発揮できない／要求に応えられないリスクやそ

の要因があるか。あるとすれば、どのようなものか。 

 資金投入を受けるにあたって資金投入する側が求める情報提供への対応可能性 
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２．調査結果 

ヒアリング調査の結果を、以下の項目ごとにとりまとめた。 

（1）我が国における森林への資金投入の目的 

森林への資金投入を判断するには、各社としてこれを行うことが企業価値の創出や持

続可能な事業活動につながるという「ストーリー」を構築できるかが重要であることが

明らかになった。ストーリー（資金投入の目的）は、以下の通りに分類された。 

 各社におけるストーリー（資金投入の目的） 

 A．森林・木材等によるリターンを主な目的とするもの 

 B．リスク・機会管理を主な目的とするもの 

 A・B の目的が重なるもの 

 

民間企業は気候変動対策を喫緊の課題と認識しており、森林への資金投入の動機に

なっていることが明らかになった。生物多様性については注目されてきているものの、

過渡期であり取組を実施すべきか様子見の企業が多いようであった。 

自然資源（水、木材、土地など）を利用している業種の企業にとっては、森林資源の

保全・確保に貢献することはリスク管理として重要な位置づけと考えられていた。また、

防災効果を発揮させることも森林管理に取り組む目的の 1 つとなっていた。 

社会の潮流の変化を受けて企業への森林の見方も変わってきている中、将来的に投資

を促しうる要素としては以下のような意見が挙げられた。 

 将来的に投資を促しうる要素に関する意見 

 国際的には工業用水、水道についても進めるべきという論調である。地下水以

外を含めた取組を進めるためには、流域単位での関係企業・自治体による協働

を進める必要があるのではないか。【資金投入する側】 

 生物多様性には注目しているが、今後投資判断の一要素に含まれうるかの過渡

期との認識である。現状では生物多様性への貢献は評価されない。企業・個人

として生物多様性に関し直近の対策が必要という認識はなく、気候変動対策の

方が直近対応すべき大きな動きと認識している。【資金投入する側】 

 地元住民にとっては、災害リスクの低減のために森林管理が必要という考えは

共感を得やすい。【資金投入を受ける側】 

 

（2）森林への資金投入等の取組の実施体制の構築 

森林への資金投入を行うには、どの森林に対し資金を投入するか、その資金を活用し

ての森林管理を誰が担うかを検討しなければならないが、信頼できる連携先（森林管理

の実務担当）が見つかるかどうかが、対象森林地域の選定に大きく影響することが明ら

かになった。 
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 資金投入の対象となる森林での連携先の体制構築に関する取組の例 

 各都道府県に森林管理に関する協議会・委員会のようなものが存在することが

多く、そのつながりや、域内における企業の森林管理活動等に対する支援枠組

みを活用しうる。活用することで都道府県との関係性の構築にも有効であるこ

とが多い。【資金投入する側】 

 具体的な整備の実施については、森林組合・地域の林業家に依頼する。自治体

経由で紹介された組織については信頼性が担保される。【資金投入する・受け

る側】 

 環境に関し意欲の高い自治体と、実施を担う信頼できる事業体がいることが決

め手となる。【資金投入する側】 

 木材を用いた経済価値創出のためには、生産拠点（加工工場）があることが決

め手の 1 つとなる。【資金投入する側】 

 自治体だけではマンパワー不足等で対応しきれない森林所有者との交渉業務等

において地元ベンチャー企業が担い手となったことで取組を継続できている。

森林認証取得や J-クレジット発行などの森林の多様な機能の見える化に向けた

業務も担当するような担い手が確保できている。【資金投入を受ける側】 

 

資金よりも体制（担い手組織の存在、人員数・能力の不足）が取組実施の課題となっ

ている事例が多く見られた。 

 体制面に関する課題についての意見 

 取組拡大に向けては、予算よりも、社内外の人的リソースがボトルネックであ

る。【資金投入する側・受ける側】 

 資金投入する側においても、専門的な知見の蓄積や、地方の関係者との調整・

合意形成等、必要なスキルは多い。 【資金投入する側】 

 ビジネススキームとして成立していないため地域金融機関が参画・寄与できて

いない。スキーム構築は自治体が中心となることが望ましい。【資金投入する

側】 

 

 

（3）森林への資金投入等の判断に必要な情報 

① 森林に関する情報 

資金投入先の森林を選定する際に必要な情報として、下表に示すような情報が挙げら

れた。 
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表 9  森林への資金投入等の判断に必要な森林関連情報 

情報の

項目 

情報の必要

性 
情報収集の必要性、 

収集情報に基づく 

資金投入に向けた判断の 

ポイント等 

留意点 

（情報の所在、収集に際しての課題等） 
 

収益も

見据え

る場合 

規模 ○ ○ 

 多面的機能の発揮を担保す

るためには、ある程度の面

的なまとまりが必要（収益

を見据える場合も同様） 

 対象森林選定の際の基礎情報として規

模（森林面積）を把握することは容易 

 発揮を求める機能又は生態系サービス

により、対象となる規模や範囲が異な

る 

境界 ○ ○ 

 境界が明確であることが必

要 

 民有林において境界が不明確な場合が

あり、現地関係者と調整する際に確認

が必要 

森林所

有者・

所有形

態 

○ ○ 

 民間資金投入の意義として

民有林（私有林）を対象と

したいケースでは情報に基

づき所有者との丁寧な協議

が必要 

 公有林（とりわけ県有林、

市町村有林）もしくは公的

機関が施業に関わる森林は

関係者の特定と合意形成が

比較的容易 

 基礎情報として所有者情報は入手可能

と考えられるが、森林境界が不明確な

場合には確認が必要 

 森林簿情報等の入手は基本的には森林

所有者（及びその委任者）しかできな

いため、所有者情報を把握しておくこ

とは非常に重要 

 森林の所有構造は小規模・零細である

ため、まとまった森林を確保するため

には、多くの所有者と調整する必要が

あるなど時間を要することがある 

樹種・

立木の

情報 

 ○ 

 本数・胸髙直径、樹高、密

度、材積に関する情報。と

くに材積は経済価値に直結

するため収益を見据える際

には重要な要素 

 森林施業（間伐等）を行う前に調査を

行いこれらの情報を把握するのが一般

的。施業が長期間行われていない森林

では、森林簿情報を入手することにな

る 

 正確な情報を得るためには、森林簿情

報だけでなく現地調査により検証する

ことが必要 

森林の

成長力

（地位

など） 

・成長

ポテン

シャル 

 ○ 

 収益を見据える場合、見込

み生産量の推計に用いる定

量情報の入手が必要 

 森林の維持に影響する情報

（獣害に関する情報）等も

重要 

 地位指数曲線が整備されている地域で

は、対象森林の林齢と上層木の平均樹

高が分かれば地位を判定できる。ただ

し樹高の測定にも一定の労力を要す

る。そうした基盤が整備されていない

場合について、近年はリモートセンシ

ング技術の 1 つである LiDAR のデータ

を用いて地位を把握することが可能だ

が4、国土地理院や各都道府県からの

データ取得に加えて一定の専門的知見

が必要であり、収益を見据えた取組で

ない限り労力を割いてまで実施する必

要性は低い 

 

 

 
4 （参考）林野庁「航空機 LiDAR データを使った地位指数分布図の作成の手引き」（2022 年 3 月）

（https://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/smartforest/attach/pdf/smart_forestry-13.pdf） 
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情報の

項目 

情報の必要

性 
情報収集の必要性、 

収集情報に基づく 

資金投入に向けた判断の 

ポイント等 

留意点 

（情報の所在、収集に際しての課題等） 
 

収益も

見据え

る場合 

 基礎情報として自治体や研究機関が公

表している収穫予想表（特定地域につ

いて樹種・地位別に林齢ごとの平均的

な樹高・胸高直径・本数・幹材積合計

等を示した表。多数の林分調査データ

に基づく）を活用して材積成長の動き

からポテンシャルを把握することも可

能 

 シカ等が繁殖している地域では伐採・

再造林した際に苗木を食べられる等の

リスクがある。自治体や関係事業者か

らの情報収集により野生動物の生息状

況を把握しておきそこから鳥獣害対策

等の必要性を考察するといったことは

比較的容易 

森林管

理の実

施状況 

○ ○ 

 森林計画制度に基づいた森

林管理が行われていること

を確認することが必要 

 森林認証取得のためには定

性的な説明が求められる 

 対象森林で森林管理を担う事業体（将

来の連携主体となりうる事業体）に管

理実績や森林の現状を確認するのが第

一段階 

 現場の実態を把握することも非常に重

要であり、航空写真等である程度把握

したうえで、現地踏査にて確認すべき

（間伐実施状況、伐根の様子など）。一

定の労力を要する 

森林へ

のアク

セスの

難易度 

 ○ 

 収益を見据える場合、木材

生産コストに直結するた

め、アクセスの難易が投資

判断の大きな指標となる 

 企業が社員のレクリエー

ションや環境教育に管理森

林を用いる場合にも影響 

 候補地の森林が特定できれば周辺情報

として森林へのアクセス情報も入手可

能。既存の地図情報サービス等で確認

することも可能 

希少種

等の生

息・生

育状況 

○ ○ 

 希少種等が存在する森林を

保全することの価値はア

ピールしやすい 

 一方で、希少種が存在する

と伐採に制約が生じるた

め、収益を見据える場合は

対象地として選定しづらい 

 自然環境保全地域や自然共生サイト

（民間の取組等により生物多様性の保

全が図られている区域）等に指定され

ている場合は保全価値が高いことは明

確。なお自然公園法に基づく特別保護

地区や特別地域等については、動植物

の生息状況に関する調査が十分に行わ

れている地域は限られており、それ以

外については現地調査による把握等が

必要で一定の労力を要する 

雨量、 

地形・

地質 

○ ○ 

 水源涵養機能を評価し対象

森林選定の判断材料にする

際には、モデル計算の入力

データとして必要 

 地形情報を基に路網の設計

や災害リスクを特定する際

 雨量データは気象庁ウェブサイトよ

り、地形・地質データは国土地理院

ウェブサイトより入手可能。ただしそ

れらデータを活用した分析にはモデル

計算や GIS を用いた分析など一定の技

術ノウハウが必要 
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情報の

項目 

情報の必要

性 
情報収集の必要性、 

収集情報に基づく 

資金投入に向けた判断の 

ポイント等 

留意点 

（情報の所在、収集に際しての課題等） 
 

収益も

見据え

る場合 

にも必要  

 リスク特定の際には国土交通省や自治

体等が作成・提供するハザードマップ

等を用いることも有用 

森 林

データ

整備状

況 

 ○ 

 森林簿や森林計画図など。

特に収益を見据える場合、

データのない森林では経営

判断は困難 

 森林簿や森林計画図は基本的に自治体

がデータを保有しており、森林所有者

であれば申請のうえ閲覧や写しの入手

が可能。企業は森林所有者やその委任

者にデータ入手を依頼することになる 

 森林簿データは直近の森林調査に基づ

いた値ではないため、現地の実態と乖

離しているケースもある。正確なデー

タ把握には航空レーザ測量等が必要で

あり、自治体がそうしたデータを公開

している場合を除き必要コストは大き

い 

 

 

② 管理・連携体制に関する情報 

（2）で述べた通り森林への資金投入の実施にあたっては、その目的に関わらず体制

の構築が重要と考えられている。そうした体制に関する検討材料として収集すべき情報

としては、以下が挙げられた。 

 管理・連携体制に関する情報の項目 

 投資先と連携先（森林管理を担う事業体）、投資先と地域住民のネットワーク 

 連携先における森林管理の実績、森林管理能力 

 連携先におけるガバナンス（組織体制）、情報管理体制 

 投資先・連携先（特に意思決定に関与する者）における環境意識、取組に対す

る意欲の高さ 

 自治体における、企業による森林管理活動に対する支援制度 

 企業版ふるさと納税など 

③ 資金投入効果の事前評価に関する情報 

資金投入した結果見込まれる効果を把握したうえで取組実施を判断するため、以下の

ような情報を事前に収集・分析・評価することの必要性が指摘された。 

 資金投入効果の事前評価に関する情報の例 

 森林がもたらすメリット・デメリット 

 【木材資源の確保】【クレジット創出】① に示した森林情報等を用いて定

量的に経済価値を見積もることが重要 
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 森林が失われることに対するリスク 

 【リスク管理】自社事業への影響、マテリアリティ 

 ツール等を用いた事前評価 

 【リスク管理（水源涵養機能の確保）】地研環境テクノロジーが提供する統

合型水循環シミュレーションシステム「GetFlows」

（https://www.getc.co.jp/ja/getflows/）等を活用しうる 

④ その他 

上記の他にも、「資金投入する側の企業等が描くストーリーを汲み取り対応する姿勢が、

資金投入を受ける側にあるかどうか」や「資金投入を受ける側の理念を資金投入する側

と共有できるかどうか」といった目的や意識の共有がポイントになるため、そうした点

を入念に協議すべきとの意見があった。 

 

（4）成果の発信のための情報 

① 取組によるアウトプット・アウトカム 

資金投入を行い森林を管理した結果として、アウトプット・アウトカム（木材生産、

持続可能な森林管理、脱炭素、森林・生物多様瀬保全、多面的機能の発揮／等）に応じ

た以下の定量・定性情報を収集・発信することになると整理された。 

 取組の成果に関する定量・定性情報の項目 

 整備・保全面積、植栽本数、木材生産の収益額、炭素クレジット発行量 

 希少種の生息状況、現地の雇用創出効果・地域連携の効果、防災効果 

 取組の持続可能性を示す情報： 木材・クレジット等の収益の使途    ／等 

 

② 情報開示に用いられる枠組・ツール 

ヒアリング先の事業体等が情報開示に用いている枠組みやツールの例として、以下が

挙げられた。 

 情報開示に活用しうる枠組み・ツールの例 

 【多面的機能の発揮】森林認証（FSC、SGEC/PEFC 等）：持続可能な森林管理

が実施されていることを認証取得により担保 

 【リスク管理（水源涵養機能の確保）】Alliance for Water Stewardship（AWS）：

工場単位での集水域の持続的な水管理に対する認証制度を運営。収集すべき情

報の項目も挙げられている5。 

 
5 （https://a4ws.org/wp-content/uploads/2019/03/AWS_Standard_2.0_2019_Final.pdf） 
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 【ESG 投資】ESG 関連指標（FTSE6、MSCI7など）：ESG 格付けによる評価結果

を示すことで投資家へのアピールにつながる。 

 

（5）情報収集における課題 

情報収集における課題については、以下のような意見が挙げられた。 

 情報へのアクセスにおける課題 

 日本は海外に比べると森林情報にアクセスしにくい。森林簿や森林計画図の情

報の精度が高くないため、現場での確認にコストがかかる。【資金投入する側】 

 広葉樹林の場合、様々な樹種が生育し資源量調査が難しい。国内における調査

ノウハウも乏しい（信州大学が技術を有する）。育林技術に関する情報も乏し

い。【資金投入する側・受ける側】 

 情報・データの収集に係るコストについて 

 コストをかけずに済む情報収集で得られる情報を活用している。【資金投入す

る側】 

 対象地の選定等に必要な情報・データの収集・分析と考えており、定常的に実

施しているものもあるため、追加的にコストが生じているという認識はない。

【資金投入する側】 

 航空レーザー測量等のデータは有用だが、コストが大きい。自治体がデータを

整備している場合は活用可能だが、民間企業が独自に収集しようとすると困難。

【資金投入する側・受ける側】 

 自治体主導の調査では、森林環境譲与税を活用可能。【資金投入を受ける側】 

 収集情報に基づく投資判断に関するポイント・課題 

 海外森林への出資者はクレジットやリターンの獲得に関心が高い。一方で、日

本企業として日本の森林に関わりたいという定性的な思いから、海外で投資す

る場合と日本国内で投資する場合は、投資判断の基準が異なると思われる（収

益の考え方等、国内だからこその判断基準がある）。【資金投入する側】 

 森林評価をどのように財務諸表に反映するかが悩ましい。森林投資を進めるう

えでは共通の物差しによる森林評価を可能にする仕組みが必要。【資金投入す

る側】 

 DCF 法（Discounted Cash Flow 法：資産価格評価の手法）を森林に対し用いる

ことについて、50 年や 100 年後の利益を割引いた現在価値の持つ意味の捉え方

を含め、超長期の投資判断基準として使えるのかは疑問。参考情報としては有

用だが、日本の森林で実用化していくのは難しいのではないか。【資金投入す

る側】 

 
6 （https://www.ftserussell.com/ja/） 

7 （https://www.msci.com/msci-japan-esg-select-leaders-index-jp） 
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（6）情報開示における課題 

情報開示における課題については、以下のような意見が挙げられた。 

 

 国内森林に即した開示指標の必要性 

 森林保全に対する社会的理解が進む一方で、森林保全に関する取組やその成果

について各企業等から発信されている数値の中には科学的根拠が薄いものも増

えてきているように感じており、グリーンウォッシュにつながる可能性がある

と懸念。【資金投入する側】 

 特に生物多様性については統一的な、また比較可能な形での評価が難しい。

ある程度の信頼性を持ちつつも、各企業が取組に参加しやすい指標・基準

であることも重要な視点。 

 生物多様性に関する効果は長期の管理を通じて発揮されるもので、短期的に正

当な評価を行う難しさを感じる。近年の異常気象や、カメムシやカシノナガキ

クイムシ等の害虫問題、里山の荒廃化によるシカ等の獣害被害が増加する中で、

効果がかき消されてしまう。【資金投入を受ける側】 

 機関投資家に判断いただく指標として、FTSE（フッツィー）や SMCI 等の評価

枠組を活用しているが、自社の分類では生物多様性などプロジェクトでのア

ピールポイントが評価対象にならず自社でコントロールしづらい水資源等が重

視されており、成果発信に使用する際のギャップを感じる。外部評価枠組は海

外のものが中心であるため日本として現実的な評価項目を設けてはどうか。

【資金投入する側】 

 その他 

 森林に手を加えない保全も重要。その成果についてどう理解を求めるかも課題。

【資金投入する側】 

 開示する情報について一定の指標や基準が国内で整備されると良い。【資金投

入する側】 

 どのような森林でどの機能の発揮を目指し、そのためにどのような施業をすれ

ばよいのか、といった情報・知見が限られている。【資金投入を受ける側】 
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III. 森林・林業・木材産業における生物多様性保全等の社会的価値評価

手法及び投資や企業評価のために必要な情報開示に係る調査分析 

国内の森林への資金投入促進にあたっては、自然関連財務情報開示タスクフォース

（TNFD）などを念頭に置いた自然資本の情報開示に係る最新の国際動向と、国内の森林を

取り巻く投資をする側／投資を受けたい側双方のニーズ・実態を踏まえた森林の価値の評価

手法や、情報開示を検討していく必要がある。 

森林の価値の評価や情報開示においては、森林の機能等の価値を定性的・定量的に示して

いくことが重要な要素の 1 つになると考えられる。一方で、森林には多様な機能・価値があ

るため、どの機能や価値にフォーカスして評価するかによって、評価手法も多岐にわたる他、

評価手法自体が確立されていない場合もある。さらに、森林への資金投入の動機付けは、投

資をする側／受ける側のそれぞれで様々であるため、各企業等が資金投入の動機付けに応じ

て森林の評価や情報開示の項目を選ぶことが考えられる。 

本調査項目では、とりまとめ資料において読み手となる企業に示唆を与えることを目指し、

以下に示す森林の機能・価値の評価手法や指標について情報を収集・整理した。 

 国際的に要請される情報開示とその指標等の整理 

 TNFD 提言・ガイダンス等で示されている測定指標 

 森林分野で取り組まれてきた森林の多面的機能の評価に関連する取組・研究 

 森林の有する多面的機能の評価 

 森林分野で既に体系化されている機能・価値の評価手法 

 森林認証制度 

 その他、関連する先行事例 

 OECM と自然共生サイト認定制度 

 生物多様性に関する国際規格化に関する情報（ISO/TC331） 

 

１．自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD） 

（1）TNFD の概要 

自然関 連 財務情 報 開示タ ス クフォ ー ス（ Taskforce on Nature-related Financial 

Disclosures：TNFD）は、グローバルな市場主導のイニシアチブである。TNFD は、企業

等の組織が自然関連のリスクを報告し、それに関して行動するためのリスク管理と開示

の枠組みを開発・提供することを使命とし、世界の資金の流れを、自然に対してネガ

ティブな成果からポジティブな成果にシフトさせることを最終的な目的とする。 

TNFD は、金融機関や企業、市場サービスプロバイダーを代表する 40 名のメンバーで

構成されている。また、協議グループである TNFD フォーラムには、日本企業を含め、

1,000 以上の組織が参画している。 

TNFD は、リスク管理・開示枠組みの開発に当たり、市場参加者が開発を支援する

オープンイノベーションアプローチを採用している。2022 年 3 月に枠組みのベータ版
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v0.1 を公表して以降、 v0.2 から v0.4 までの改訂を重ね、2023 年 9 月 18 日に v1.0 となる

提言やガイダンス等を公表した。TNFD が開発しているのは、基準ではなく、枠組みで

あり、枠組み及び提言の開発に当たり、既存の基準設定機関と緊密に連携している。ま

た、TNFD は、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）が開発した開示アプロー

チとガイダンスに基づき、これに沿って枠組みを設計・開発している。 

 

（2）TNFD の構成 

TNFD は、TNFD 提言を示すとともに、その採用と一貫した比較可能な意思決定に有用

な情報の提供を支援するため、評価と開示のための推奨する指標・測定指標のセットと、

一連の追加ガイダンスを提供する。追加的ガイダンスとして、リスク・機会の評価アプ

ローチ（LEAP）や、セクターやバイオーム、シナリオ分析、ターゲット設定等に関する

ガイダンスが提供されている。 

 

図 13  TNFD 提言と追加ガイダンス 

（出所）TNFD「TNFD の提言のエグゼクティブサマリー バージョン 1.0」（2023 年）より転載 
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TNFD は、TCFD の提言等の構造とアプローチに沿いつつ「自然」の文脈を反映するた

め、以下を実施している。 

 新たに、開示と企業報告への全般的なアプローチに、「一般要件」の構成要素を導

入（表 10） 

 TCFD 提言の 4 つの柱（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標・目標）を維持 

 全 11 の TCFD 推奨開示を TNFD 推奨開示に引継ぎ 

 TNFD 開示提言の 3 つ目の柱を「リスクと影響の管理」に変更 

 バリューチェーンの影響を組み込むためのアプローチを、「直接」「上流」「下流」

として、自然の文脈に適応 

 追加的なガイダンスを開発 

表 10  TNFD 一般要件の概要 

マテリアリティの適用 一般的な目的の財務報告書の主要ユーザー及び他のステークホル

ダーに対して明確性と透明性を確保するため、組織は、マテリアリ

ティへのアプローチを明確に述べるべき 

開示の範囲 組織は、自然関連の評価と開示の範囲と、範囲を決定する際に従っ

たプロセスを説明すべき 

自然関連課題の場所 自然への依存と影響が特定の生態系で発生することを認識し、組織

の自然との接点となる地理的場所の考慮は、自然関連課題の評価に

不可欠であるべき 

他のサステナビリティ

関連開示との統合 

報告書のユーザーに組織の財務状況と見通しに関する統合的な全体

像を提供するため、自然関連の開示は、可能な限り他のビジネス及

びサステナビリティ関連の開示と統合されるべき 

考慮される期間 組織は、組織の資産又はインフラの耐用年数、及び自然関連リス

ク・機会が中長期にわたって現れることが多いという事実を考慮し

て、関連する短・中・長期の期間をどのように考えるかを説明すべ

き 

先住民族、地域コミュ

ニティ、及び影響を受

けるステークホルダー

とのエンゲージメント 

組織は、直接操業とバリューチェーンにおける自然関連の依存と影

響、リスク、機会に関する懸念と優先事項について、先住民族と地

域コミュニティ、影響を受ける利害関係者とエンゲージするための

プロセスを説明すべき 

（出所）TNFD「Recommendations of the Taskforce on Nature-related Financial Disclosures」（2023 年）に基づき作成 

 

（3）TNFD 開示提言 

TNFD の開示提言では、TCFD 提言に基づき、国際サステナビリティ基準審議会

（International Sustainability Standards Board：ISSB）8の IFRS9サステナビリティ開示基準

と整合する 4 つの柱（ガバナンス、戦略、リスクとインパクトの管理、測定指標とター

ゲット）の下、以下に示す 14 項目の開示が推奨されている。14 項目のうち 11 項目は、

 
8 ISSB は、IFRS（International Financial Reporting Standards）財団が設置する基準設定専門家審議会の 1 つであり、

サステナビリティに関する開示基準の開発を担っている。2021 年 11 月に IFRS 財団が ISSB の設立を発表した。 

9 「International Financial Reporting Standards」の略。IFRS 財団は、国際会計基準審議会（International Accounting 

Standards Board）と ISSB の 2 つの基準設定専門家審議会を設置し、国際的な財務報告基準の開発に取り組んで

いる。 
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TCFD の開示提言を自然関連課題の文脈で読み替えたものとなっている。他の 3 項目は、

自然が対象であることを踏まえ、ステークホルダーとのエンゲージメント（ガバナンス 

C）や、優先地域との接点（戦略 D）、バリューチェーンの考慮（リスクとインパクトの

管理 A(ii)）に関する開示項目が追加されている。 

 

 

図 14  TNFD の 4 つの柱と開示提言 

（出所）TNFD「TNFD の提言のエグゼクティブサマリー バージョン 1.0」（2023 年）より転載 

 

TNFD は、TNFD 提言のターゲット読者について、TNFD 提言において以下のように説

明している。上場企業等の大企業のみならず、顧客から情報提供を要請される可能性が

ある中小事業者も含め、すべての規模の組織を読者として想定している。 

 TNFD 提言とガイダンスは、自然関連課題を理解し、その管理計画を策定する報

告作成者と、投資家等を含む報告利用者の双方に有用 

 TNFD 提言は、あらゆる規模やセクター、バリューチェーン上の組織向けに設計

されている 

 TNFD のガイダンス及び提言は、中小企業にも関係がある。多くの場合、中小企

業は自然への依存・影響、関連リスク・機会の源により近く、エクスポージャー

の多様化や調達先の変更のオプションが少ない可能性がある。中小企業の自然関

連課題の評価は、サプライヤーやサプライチェーン下流の顧客からの自然関連情

報の要請への対応を可能にする。しかしながら、TNFD は中小企業が提言を適用
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する際の課題を認識し、中小企業に関する追加的なガイダンスに関する作業を行

う予定 

 

（4）LEAP アプローチ（自然関連課題の評価・管理アプローチ） 

TNFD 提言では、自然関連の課題を評価・管理するために使用することができる LEAP

アプローチを提供している。 

LEAP アプローチでは、まず、評価のスコーピングをした上で、自然との接点を発見し

（Locate）、依存とインパクトを診断し（Evaluate）、重要なリスク・機会を評価し

（Assess）、それらに対応し、開示をする（Prepare）ステップが示されている。 

 

図 15  LEAP アプローチの概要 

（出所）TNFD「Recommendations of the Taskforce on Nature-related Financial Disclosures」（2023 年）より作成 

 

TNFD は、TNFD 提言のターゲット読者について、TNFD 提言において以下のように説

明している。上場企業等の大企業のみならず、顧客から情報提供を要請される可能性が

ある中小事業者も含め、すべての規模の組織を読者として想定している。 

 TNFD 提言とガイダンスは、自然関連課題を理解し、その管理計画を策定する報

告作成者と、投資家等を含む報告利用者の双方に有用 

 TNFD 提言は、あらゆる規模やセクター、バリューチェーン上の組織向けに設計

されている 

 TNFD のガイダンス及び提言は、中小企業にも関係がある。多くの場合、中小企

業は自然への依存・影響、関連リスク・機会の源により近く、エクスポージャー

の多様化や調達先の変更のオプションが少ない可能性がある。中小企業の自然関

連課題の評価は、サプライヤーやサプライチェーン下流の顧客からの自然関連情

報の要請への対応を可能にする。しかしながら、TNFD は中小企業が提言を適用

する際の課題を認識し、中小企業に関する追加的なガイダンスに関する作業を行

う予定 
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LEAP アプローチの「診断（E）」のステップでは、組織が直面する自然関連のリス

ク・機会を理解するために必要不可欠な最初のステップとして、自然への依存・影響を

分析する。 

診断（E）では、まず、分析対象となるセクターや事業プロセス、活動等と、どの環境

資産や生態サービスが関連するかを特定する（E1）。次に、自然への依存と影響を特定し

（E2）、それらの規模や範囲等を測定する（E3）。最後に、どの影響がマテリアル（重要）

かを評価する（E4）。 

表 11  LEAP アプローチの診断（E）に関するガイドとなる質問 

 
（出所）TNFD「Guidance on the identification and assessment of nature-related issues: The LEAP approach Version 1.0」 

（2023 年）より作成 

 

依存と影響の測定（E3）については、影響ドライバーや、自然の状態への変更、生態

系サービスの提供への変更の定量化に用いることができる評価測定指標が提供されてい

る。評価測定指標では、E（診断）に関する測定指標の中で、生態系サービスの評価測定

指標が挙げられている（表 12）。調整・維持サービスでは、水流調整、洪水緩和、気候調

整、土壌と堆積物の保持、水の浄化等に関する指標がある。提供サービスでは、バイオ

マス提供、水供給に関する指標が挙げられている。文化的サービスでは、レクリエー

ションや教育、芸術等のサービスに関する指標が挙げられている。 

これらの指標は、森林の生態系サービスを評価する際にも参考になると考えられる。 

表 12  生態系サービス評価測定指標 

測定指標

カテゴリ 

サブカテ

ゴリ 
指標（indicator） 測定指標（metric）の概要 

開示

への

包含 

全般 N/A 組織が影響を及ぼす生

態系サービス：生態系

サービスの利用可能性

及び質の変化の測定 

影響を受ける生態系サービスについ

て、生態系サービスの利用可能性及び

質の変化に関する測定 

追加 

全般 N/A 組織が依存する生態系

サービス：生態系サー

ビスの利用可能性及び

質の変化の測定 

依存する態系サービスについて、生態

系サービスの利用可能性及び質の変化

に関する測定 

追加 

調整・維

持サービ

ス 

水流調整 水流調整量 同じサービスを提供するために別の方

法で必要となる貯水池又は代替形の貯

蔵様式の容量 [m
3
] 

N/A 

調整・維

持サービ

ス 

水流調整 水流調整量 同じサービスを提供するために別の方

法で必要となる迂回された水流の量 

N/A 
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測定指標

カテゴリ 

サブカテ

ゴリ 
指標（indicator） 測定指標（metric）の概要 

開示

への

包含 

調整・維

持サービ

ス 

水流調整 安全な水供給量 安全な水供給を伴う人数/企業数/面積

のレベルの変化 

N/A 

調整・維

持サービ

ス 

洪水緩和 洪水リスクレベルの変

更 

インシデントのリスクレベルの変化

（例：洪水頻度） 

N/A 

調整・維

持サービ

ス 

洪水緩和 洪水リスクレベルの変

更 

洪水損害コストの変化 N/A 

調整・維

持サービ

ス 

洪水緩和 洪水リスクレベルの変

更 

浸水及び/又は海岸浸食による土地損失

のレベルの変化 [km
2
]（例：土地損失

の減少） 

N/A 

調整・維

持サービ

ス 

洪水緩和 居住地の危険により影

響を受ける人数 

洪水関連の感染症に苦しむ人数のレベ

ルの変化（例：人数の減少） 

N/A 

調整・維

持サービ

ス 

世界の気

候調整 

GHG 保持量 企業のオペレーション又はサプライ

チェーン内で保持（隔離及び貯蔵）さ

れる炭素及び他の GHG の量 [t] 

N/A 

調整・維

持サービ

ス 

世界の気

候調整 

GHG 保持量 植生によって吸収される炭素量 N/A 

調整・維

持サービ

ス 

世界の気

候調整 

山火事のリスクレベル

の変更 

山火事の数及び/又は山火事で損害を受

ける地域 [km
2
]のレベルの変化（例：

山火事の数の減少） 

N/A 

調整・維

持サービ

ス 

世界の気

候調整 

気候関連の危険により

影響を受ける人数 

気候関連の危険により避難/負傷/移転/

経済的に非生産的な人の数（例：負傷

者数の減少） 

N/A 

調整・維

持サービ

ス 

地域（マ

イクロ及

びメソ）

の気候調

整 

気候関連の危険により

影響を受ける人数 

暑い日に気温を 5℃以上下げる世帯数 N/A 

調整・維

持サービ

ス 

空気ろ過 ろ過 /修復される汚染

物質の重量又は体積 

汚染物質の種類別の汚染物質吸収量 [t]

（例：PM
10
；PM

2.5
） 

N/A 

調整・維

持サービ

ス 

土壌と堆

積物の保

持 

保持される土壌 保持される土壌の量 [t] N/A 

調整・維

持サービ

ス 

土壌と堆

積物の保

持 

保持される土壌 地滑りのリスクが低減される物件数 N/A 

調整・維

持サービ

ス 

固形廃棄

物の修復 

修復される廃棄物の重

量又は体積 

修復される固形廃棄物の量 [t] N/A 

調整・維

持サービ

ス 

水の浄化 ろ過 /修復される汚染

物質の重量又は体積 

汚染物質の種類（養分と他の汚染物

質）別汚染物質修復量 [t] 

N/A 

調整・維 水の浄化 サービスを提供する生 水のろ過を提供する生息地の面積 [ha] N/A 
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測定指標

カテゴリ 

サブカテ

ゴリ 
指標（indicator） 測定指標（metric）の概要 

開示

への

包含 

持サービ

ス 

息地の面積 

調整・維

持サービ

ス 

水の浄化 ろ過される水の量 植生によってろ過される水の量 [m
3
] N/A 

調整・維

持サービ

ス 

受粉 受粉される生息地の面

積 

作物種類別の受粉作物の面積 N/A 

調整・維

持サービ

ス 

育苗個体

数及び生

息地の維

持 

苗床と生息地サービス

に依存するバイオマス

蓄積 

苗床と生息地サービスに依存するバイ

オマス蓄積の大きさ 

N/A 

提供サー

ビス 

バイオマ

ス提供 

提供される資産の重量

又は体積 

小麦等の栽培植物の総量 [t] N/A 

提供サー

ビス 

バイオマ

ス提供 

提供される資産の重量

又は体積 

放牧されるバイオマスの総量 [t] N/A 

提供サー

ビス 

バイオマ

ス提供 

提供される資産の重量

又は体積 

伐採される木質（木材）バイオマスの

総量 [t] 

N/A 

提供サー

ビス 

バイオマ

ス提供 

提供される資産の重量

又は体積 

収穫される水産物の総量 [t] N/A 

提供サー

ビス 

バイオマ

ス提供 

サービスを提供する生

息地の面積 

作物の種類別の、作物を提供する地域

の面積及び収量 

N/A 

提供サー

ビス 

水供給 水供給の重量又は体積 種類及び質別の水の量 [m
3
] N/A 

文 化 的

サービス 

レ ク リ

エーショ

ン 関 連

サービス 

文化的な目的での訪問 訪問の数及び長さ(時間数) N/A 

文 化 的

サービス 

ビジュア

ルアメニ

ティサー

ビス 

ビジュアルアメニティ

サービスを伴う物件数 

自然景観を望む/緑/青地の近隣に位置

する物件数 

N/A 

文 化 的

サービス 

教育、科

学、及び

研究サー

ビス 

教育、科学、及び研究

目的での訪問数 

教育、科学、及び研究目的での訪問数 N/A 

文 化 的

サービス 

精神的、

芸術的、

及び共生

的サービ

ス 

精神的、芸術的、及び

共生的目的での訪問数 

精神的、芸術的、及び共生的目的での

訪問数 

N/A 

（出所）TNFD「Guidance on the identification and assessment of nature-related issues: The LEAP approach Version 1.0」 

（2023 年）より作成 
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（5）セクター別・バイオーム別の追加ガイダンス 

セクター別ガイダンスのうち森林関連のセクターとして、2023 年 12 月に林業・製紙に

関するセクターガイダンス案が公表された。その中で、森林管理及び紙パルプ製品に関

するセクター固有の測定指標として、①中核グローバル開示測定指標の適用に関するガ

イダンス案、②中核セクター開示指標・測定指標案、③追加セクター開示指標・測定指

標案が示されている（表 13～表 15）。②中核セクター開示指標・測定指標案では、認証

された森林の割合と保全/復元した森林の割合が指標として挙げられている。③追加セク

ター開示指標・測定指標案では、自然の機能・価値等に関する測定指標としては、「自然

の状態」の「生態系サービス」カテゴリで指標が挙げられている。 

表 13  ①中核グローバル開示指標への適用に関するガイダンス案 

 

（注）本表ではガイダンス案がある中核グローバル開示測定指標のみ抽出 

（出所）TNFD「Draft sector guidance Forestry and paper」（2023 年）より作成 

 

表 14  ②中核セクター開示指標・測定指標案 

 

（出所）TNFD「Draft sector guidance Forestry and paper」（2023 年）より作成 

表 15  ③追加セクター開示指標・測定指標案 

 

（出所）TNFD「Draft sector guidance Forestry and paper」（2023 年）より作成 
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バイオームに関する追加ガイダンスとしては、熱帯・亜熱帯森林、サバンナと草原、

集中的な土地利用システム、河川・小川、海洋棚をカバーするガイダンスが公表されて

おり、LEAP アプローチや評価測定指標について記述されている。 

 

表 16  バイオームに関するガイダンスにおける、森林に関連するガイダンスの概要 

 熱帯・亜熱帯森林 集中的な土地利用システム 

スコーピ

ング 

・ バリューチェーンを通じて本バイ

オームと相互に作用しうる様々な

方法を検討（土地の所有/管理又は

サプライチェーンに対する重要な

運営管理／サプライヤーに対する

運営管理が限定的／間接的に関

係） 

・ バリューチェーンを通じて本バイ

オームと相互に作用しうる様々な方

法を検討（土地の所有 /管理又はバ

リューチェーンに対する重要な運営

管理／サプライヤーに対する運営管

理が限定的／間接的に関係） 

L：発見 ・ 接点では、接続と管理の程度が異

なり、森林は部分によって完全性

のレベルが異なる 

・ 接点となる土地が、最近、森林で

あったか否かを検討すべき 

・ センシティブな場所の基準に合致

する可能性が高い 

・ 接点では、接続と管理の程度が異な

る 

・ 集中的な土地利用のために転換され

たバイオームと、拡張リスクにさら

される周辺バイオームも考慮すべき 

・ 生態系劣化は広く重要な問題だが、

生態系転換よりも特定が困難 

E：診断 ・ 事業活動別の自然の変更要因と影

響要因と、生態系サービスを考慮 

・ 特定した影響要因間のシナジーを

検討すべき 

・ 本バイオームと、転換又は劣化しう

る周辺地域とに関連する依存と影響

を検討すべき 

・ 影響要因は特に自然生息地の転換か

ら生じるが、農林地内の植物の多様

性の減少や肥料・農薬の使用増加か

らも生じる 

・ 集約と拡張の影響要因間の相互作用

を検討すべき 

A：評価 ・ 進化する森林減少規制、非森林減

少活動の影響、社会的公平性と土

地所有権の考慮などの多くの自然

関連リスク・機会がある 

・ リスクと機会は社会的、経済的、政

策的に顕著で、多岐にわたる 

P：準備 ・ 先住民族や地域コミュニティとの

エンゲージメント、第三者認証の

模索などの対応がありうる 

・ 優先場所の特定と依存・影響の評

価のための測定指標（※次表）を

考慮 

・ 地域のステークホルダーとのエン

ゲージメントが特に重要 

・ 食料&農業と林業向けの評価測定指

標に関する TNFD セクターガイダン

スを参照すべき 

（出所）TNFD「Guidance on Biomes v1.0」（2023 年）より作成 
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表 17  熱帯・亜熱帯森林バイオームに関する依存・影響の評価の指標・測定指標の例 

測定指標区分 サブ区分 
本バイオームの自然への依存・影響の評価のための追加的指

標・測定指標 

依存と影響：

影 響 ド ラ イ

バー 

土地／淡水／海

洋の利用の変化 

直接的に運営管理する地域内での自然林被覆の損失 

間接的に運営管理する地域内（すなわち、調達場所）での、

ランドスケープレベル、又は国の生態地域レベルの自然林被

覆の損失 

自然林被覆の損失を評価するために使用する手法・ツールの

説明 

保護地域との事業活動の空間的重複（ha） 

主要生物多様性地域との事業活動の空間的重複（ha） 

森林減少ホットスポットとの事業活動の空間的重複（ha） 

依存と影響：

自然の状況 

生態系の状態と

広がり 

平均生物種豊富度（Mean Species Abundance: MSA）で測定さ

れ、伐採等の森林ベースの活動の場合には管理にあわせて調

整される、生態系の状態 

伐採等の森林ベースの企業の直接的な運営管理下にある地域

又は調達場所における、森林ランドスケープ完全性指数

（Forest Landscape Integrity Index: FLII） 

種 最大 STAR-t（Species Threat Abatement and Restoration（種脅

威軽減・回復）測定指標） 

 

（6）TNFD と森林認証との関係 

国際的な森林認証制度として、FSC 認証と PEFC 認証の 2 つがある。また我が国独自の

森林認証制度として SGEC 認証があり、PEFC 認証との相互承認を行っている。TNFD 提

言では、森林認証制度について、LEAP アプローチの各段階における有用な追加的ツール

として挙げている。 

なお、森林認証制度については、３．に詳述する。 

 

 

２．森林の有する多面的機能の評価 

２.１  森林が有する多面的機能の貨幣評価額 

森林の有する多面的機能の定量的評価として、2001 年の日本学術会議の答申10において、

多面的機能の一部分が貨幣評価されている。 

多面的機能の具体的評価については、主に代替法が採用されている。代替法は、環境の

機能を市場財の機能で置き換えた場合の費用を基に環境価値を推定する方法で、原理的に

は分かりやすく客観性を持つ手法である。ただし、同答申では、「代替法は､環境の機能を

市場財の機能で置き換えた場合の費用を基に環境価値を推定する方法で､原理的には分かり

やすく客観性を持つ手法だが､便益そのものの価値を示すことには限界を持つ。」と述べら

 
10 日本学術会議答申 「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的機能の評価について」及び同関連

付属資料（2001 年 11 月） 
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れており、森林のもたらす便益を示すことには限界があるとされている。  

表 18  森林の有する多面的機能の定量評価 

 

（出所） 日本学術会議答申 「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的機能の評価について」及び

同関連付属資料（2001 年 11 月）、電力中央研究所「土地利用の変化が農林業の多面的機能に与える影響」（2012

年、電力中央研究所報告、電力研究所社会経済研究所編（11020））より作成 

 

２.２  森林機能評価手法に関する既往研究の整理 

森林総合研究所の宮本 麻子氏の 2010 年の論文「森林機能評価に関する研究の展開と森林

計画の側面から見た課題」では、上記２.１ に示した代替法を用いた貨幣評価額の提示につ

いて、『行われた評価方法については，存在価値が代替法では評価不可能（栗山，2000b）、

全国均一に扱っているため地域特性を反映した評価ではない（堀，1991）などの問題点が

あるが，以降，様々な研究分野で森林機能評価研究が展開することとなった。』と述べてお

り、初の公益的機能評価として位置づけている。 
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また同論文では、他の評価値の研究例として、以下の 5 つの評価手法について、既往研

究を把握・整理するとともに、その変遷について考察している。 

 森林景観の心象評価 

 物理的特性等に基づく地理的評価及びゾーニング 

 一般市民の価値を組み込んだ評価（住民評価） 

 環境経済学手法による経済評価 

 森林浴効果の定量評価 

 

２.３  水源涵養機能の指標化に向けた検討 

林野庁事業「令和 4 年度山地保全調査（森林の水源涵養機能の評価・発信に関する調査）」

では、水源涵養機能の指標化について、事業実施効果の検証や重点対策エリアの特定、事業

計画といった意思決定の場において極めて有効な手段となり得るとして、水源涵養機能の評

価方法を整理している11。同事業では、国内 2 カ所のダムを対象に、水収支、洪水緩和機能、

水資源貯留（水量調節）機能を評価するモデルを構築し、定量評価を行った。また同事業で

は、参考情報として、以下に示す森林の水源涵養機能の評価に関する情報を整理した他、森

林の水源涵養機能に係る解説資料12等を作成している。 

表 19  洪水緩和機能と渇水緩和機能に関する計量的評価手法の概要例 

 
（出所）林野庁「令和 4 年度 山地保全調査（森林の水源涵養機能の評価・発信に関する調査）委託事業  

報告書」（2023 年）より転載 

 
11 （参考）林野庁「令和 4 年度山地保全調査（森林の水源涵養機能の評価・発信に関する調査）委託事業」報告

書（2023 年 3 月）（https://www.rinya.maff.go.jp/j/suigen/suigen/attach/pdf/index-18.pdf） 

12 （参考）林野庁「森林の水源涵養機能に係る解説資料」（2023 年 3 月） 

（https://www.rinya.maff.go.jp/j/suigen/suigen/attach/pdf/index-23.pdf） 
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表 20  森林の水源涵養機能の評価において考慮されている因子及び指標化・評価手法の事例 

 
（出所）林野庁「令和 4 年度 山地保全調査（森林の水源涵養機能の評価・発信に関する調査）委託事業  

報告書」（2023 年）より転載 

 

 

３．森林認証制度 

森林認証には、持続可能な森林管理における生物多様性への配慮が要素に含まれており、

生物多様性民間参画や主流化の議論においても、FSC 認証や SGEC 認証の取得、認証原材

料の調達、認証商品の購入が推奨されている。そこで本項では、森林認証制度の概要と、

各認証における生物多様性に関連する基準や評価の仕組み等を整理した。 

わが国における国際的・日本独自の森林認証制度は以下の 3 つである。 

【国際的な認証制度】 

 FSC 認証：森林の持続可能な活用・保全を目的とし、適切な森林管理認証制度と

して、1993 年に発足。 

 PEFC 認証：ISO の原則を採用し、持続可能な森林管理の国際基準として設けられ

た制度。 「政府間プロセス基準」を基に、各国で策定された森林認証制度の審

査との相互認証を行う。 

【日本独自の認証制度】 

 SGEC 認証：日本独自の認証制度として、2003 年に持続可能な森林経営の実現を

目的に、設立された制度である。「SGECFM 認証規格 7 つの基準」に基づき認証が

行われ、PEFC 認証で相互認証が承認されている。 
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３.１  FSC 認証 

FSC 認証は、「環境、社会、経済の便益に適い、きちんと管理された森林から生産された

林産物や、その他のリスクの低い林産物を使用した製品を目に見える形で消費者に届ける

仕組み」である。 森林管理規格として 10 の原則と 70 の基準が設けられており、「責任ある

森林管理」がなされている森林の認証を促進している。とくに原則 5,6,9 が生物多様性に関

するものである。 

表 21  FSC 認証 10 の原則 

 
（出所）特定非営利活動法人日本森林管理協議会（FSC ジャパン）「ビジョンとミッション」 

 

森林の生態系サービスへの配慮に関する評価項目として、原則 5、原則 9 に関連するツー

ルが設けられている。原則 5 の「森林のもたらす便益」の評価の追加的なツールとして、

2018 年 5 月に「森林管理者が生態系サービス市場へアクセスするために、生態系サービス

への影響を証明し、FSC 生態系サービス表示を承認するための枠組み」を提供している。

原則 9 に関しては、「日本における高い保護価値（HCV）の枠組み」が設定されている。 

FSC 森林認証を含む森林認証を受けた森林では、生態系サービスに配慮された管理がさ

れている。一方で、森林認証サービス自体は生態系サービスへの配慮がどれだけの効果を

もたらしているのかを定量的に評価する方法は包含されていない。そのため、生態系サー

ビス（特に炭素貯留）の定量評価の必要性が指摘されており、原則 5 の「森林のもたらす

便益」の評価の追加的なツールとして、2018 年 5 月に「森林管理者が生態系サービス市場

へアクセスするために、生態系サービスへの影響を証明し、FSC 生態系サービス表示を承

認するための枠組み」が提供されている。 

FSC 生態系サービス評価制度で対象とする生態系サービスは 5 つあり、①生物多様性保

全、②炭素貯留と貯蔵、③水源かん養機能、④土壌保全、⑤レクリエーション機能が挙げ

られる。各生態系サービスについて成果指標が設定されており、計 20 指標がある。 

生態系サービスの価値を示すには、生態系サービス認証書類（Ecosystem-service 

certification documents：ESCD）を作成する必要があり、文章の作成は 7 つのステップで評
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価を行う。 

 

図 16  生態系サービスへの影響を証明するために必要な 7 つのステップ 

（出所）FSC「Ecosystem Services Procedure: Impact Demonstration and Market Tools 生態系サービス手順：影響の

証明とマーケットツール」（2021 年）より転載、一部加筆 

 

 

図 17  生態系サービスの「変革の理論」の例（①生物多様性保全：指標 1.1 自然林面積の復元） 

（出所）FSC「Ecosystem Services Procedure: Impact Demonstration and Market Tools 生態系サービス手順：影響の

証明とマーケットツール」（2021 年）より転載 
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生態系サービス評価の概念は、REDD+（途上国の森林減少・劣化の抑制等による GHG

排出量の削減等）13の概念と似ており、過去の森林減少やそれに伴う排出量の推移などを

基に、「ベースライン」を設定し、「ベースライン」と比較して、森林の炭素貯留量を維

持・持続する管理が維持もしくは増進できていることが証明できれば、生態系サービスの

価値として評価される。REDD+のように森林減少・劣化抑制に伴う排出削減量を定量的に

評価するには至っていない。 

 

３.２  SGEC/PEFC 認証 

SGEC/PEFC 認証は、モントリオール・プロセスを基本に、日本の森林の自然的・社会的

立地に即して、持続可能な森林経営を実現するための国際性を持った基準で、森林管理に

関する環境、社会及び経済の分野を網羅したものである。 

認証基準は 7 つあり、基準 2～4 が森林の多面的機能の価値に該当する。具体的な要求項

目は、「SGEC 基準文書 3 SGEC 持続可能な森林管理－要求事項」の持続可能な森林管理

の要求事項で整理されている。定量的な評価はされていないが、定期的なモニタリングの

必要性や保全の方針は記載されている。 

表 22  SGEC/PEFC 認証 7 つの基準 

 
（出所）一般社団法人緑の循環認証会議（SGEC）「SGEC 規準文書 3:2021 SGEC 持続可能な森林管理－要求 

事項」（2021 年） 

 

SGEC/PEFC 認証の基準 2～4 の下に定められた指標を下表に示す。 

基準 2 では、森林管理における健全性の維持に加え、生物多様性保全に係る農薬使用や、

廃棄物、肥料、伐採、火入れなどに制約が設けられている。基準 3 では、森林生産（木材

及び非木材）機能の維持及び促進に関する基準が整備されており、木材の収穫水準や土地

の生産能力を減少させない管理について言及されている。基準 4 では、森林の資源管理や

樹種の優先順位、外来種や遺伝子組み換え樹木の規制・導入に当たっての配慮事項、生物

 
13 （参考）林野庁ウェブサイト「開発途上国の森林減少及び劣化に由来する排出の削減等（REDD+）」

（https://www.rinya.maff.go.jp/j/kaigai/） 
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多様性の維持・管理に関する項目が定められている。 

表 23  SGEC/PEFC 認証 持続可能な森林管理の要求事項 基準 2 における指標（抜粋） 

 

（出所）一般社団法人緑の循環認証会議（SGEC）「SGEC 規準文書 3:2021 SGEC 持続可能な森林管理－要求事 

項」（2021 年） 

 

表 24  SGEC/PEFC 認証 持続可能な森林管理の要求事項 基準 3 における指標 

 
（出所）一般社団法人緑の循環認証会議（SGEC）「SGEC 規準文書 3:2021 SGEC 持続可能な森林管理－要求事 

項」（2021 年） 
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表 25  SGEC/PEFC 認証 持続可能な森林管理の要求事項 基準 4 における指標（抜粋） 

 
（出所）一般社団法人緑の循環認証会議（SGEC）「SGEC 規準文書 3:2021 SGEC 持続可能な森林管理－要求事 

項」（2021 年） 

 

森林管理の実行（パフォーマンス）の評価については 4 つの評価基準が設定されており、

モニタリングの必要性、モニタリングの結果を森林管理計画の策定プロセスに反映する必

要性が示されている。 

表 26  SGEC/PEFC 認証 森林管理の実行（パフォーマンス）の評価基準 

 

（出所）一般社団法人緑の循環認証会議（SGEC）「SGEC 規準文書 3:2021 SGEC 持続可能な森林管理－要求事 

項」（2021 年） 
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４．OECM と自然共生サイト認定制度 

OECM （ Other Effective area-based Conservation Measures ） は 、 生 物 多 様 性 条 約

（Convention on Biological Diversity：CBD）の第 14 回締約国会議（2018 年）において定義

され、日本語では「保護地域以外の地理的に確定された地域で、付随する生態系の機能と

サービス、適切な場合、文化的・精神的・社会経済的・その他地域関連の価値とともに、

生物多様性の域内保全にとって肯定的な長期の成果を継続する方法で統治・管理されてい

るもの」とされている。 

OECM の国際的な基準は下図の通りである。 

 

図 18  OECM の国際的な基準 

（出所）環境省「資料 1 OECM の設定・管理に関するこれまでの成果について」（令和 5 年度第 1 回「OECM の

設定・管理の推進に関する検討会」・第 1 回「30by30 に係る経済的インセンティブ等検討会」より転載 

 

我が国では関連して、環境省が自然共生サイト認定制度を運営している。2020～2022 年

度に検討会で制度設計に関する議論がなされ、2023 年 4 月から制度開始、2024 年 3 月時点

で約 120 カ所が自然共生サイトに認定されている。 
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図 19  我が国における OECM の考え方 

（出所）環境省「資料 1 OECM の設定・管理に関するこれまでの成果について」（令和 5 年度第 1 回「OECM の

設定・管理の推進に関する検討会」・第 1 回「30by30 に係る経済的インセンティブ等検討会」より転載 

 

自然共生サイトの認定基準は、下記の通り大きく 4 つの要素から構成される。長期継続

性を重視して、土地所有者・管理者の意向、管理活動、モニタリングを確認するアプロー

チがとられている。生物多様性の実体面については、「3．生物多様性の価値の基準」が設

定されている（図 20）。同基準では、区域の全部又は一部が図 21 に示すいずれかの価値を

有し、そのことを論文・文献資料・その他の資料で客観的に示すことができることが求め

られる。 

 

図 20  自然共生サイトの認定基準 

（出所）環境省ウェブサイト「身近な自然も対象に「自然共生サイト」」－認定基準 
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図 21  自然共生サイト認定基準「3．生物多様性の価値の基準」において求められる価値 

（出所）環境省ウェブサイト「身近な自然も対象に「自然共生サイト」」－認定基準 

 

環境省の検討会、関連事業等で認識、議論されている自然共生サイト認定制度の具体的

運用に関わる主な課題は以下の通りである。 

 認定対象・基準等の制度内容・運用面の具体化・精緻化 

 現行制度は主に民間企業用地等での試行を基礎に設計されている。劣化地回

復や緑の創出などの後押し、継続性担保・裾野拡大に向けた管理のあり方、

里地・里山や海域などでの認定の具体化、広く展開するために農地・都市緑

地等を所管する農水省・国交省等との連携などの検討・具体化が必要とみら

れている。なお、本課題は、中央環境審議会で法制化を視野に引き続き検討

される。 

 現行の認定申請手続についても負担軽減が求められ、既存制度との連携も課

題である（例えば森林について森林法に基づく森林経営計画の認定制度に係

る書類の活用等の連携が俎上にあがっている）。 

 自治体・地域の理解促進、技術的サポート、経済的インセンティブ等の制度メ

リットによる取組・参画促進などの仕組みづくりを通じた認定促進 

 現行制度は規制等を伴わない認定制である。早い段階から民間取組主体によ

る認定申請やモニタリングの技術的サポート、経済的インセンティブの付与

などによる認定促進が課題視され、検討が継続されている。伴走支援や簡易

なモニタリング手法開発、自然共生サイトの所有管理や支援を促すストー

リー形成、支援主体への貢献証書の提供やマッチングなどが検討中である。 

 認定促進の基盤として、生物多様性や保護地域の分布、取組・貢献状況の見える

化 

 課題への対応として、見える化機能を実装した自然共生サイト情報管理シス

テムの開発が検討されている。 
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環境省では令和 5 年度に「支援証明書モデル的試行 WG（仮称）」を設置して、マッチン

グ、支援証明書発行を試行し TNFD 等への活用や投資家視点での評価も含め検討している。 

支援証明書に記載する支援内容をインプットで評価するか、支援による効果で評価するか

が論点となっている。現段階では技術的理由から支援証明書には前者の情報、別紙に任意特

記事項として後者の情報を記載することが想定されている。 

 

図 22  自然共生サイト認定（認定証）と支援者の貢献証書（支援証明書）の位置づけ 

（出所）環境省「資料 1 OECM の設定・管理に関するこれまでの成果について」（令和 5 年度第 1 回「OECM の

設定・管理の推進に関する検討会」・第 1 回「30by30 に係る経済的インセンティブ等検討会」より転載 

 

 

図 23  支援貢献書のイメージ 

（出所）環境省「資料 1 OECM の設定・管理に関するこれまでの成果について」（令和 5 年度第 1 回「OECM の

設定・管理の推進に関する検討会」・第 1 回「30by30 に係る経済的インセンティブ等検討会」より転載 
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５．生物多様性に関する国際規格化に関する情報（ISO/TC331） 

フランス規格協会の提案で、2020 年 8 月に ISO に生物多様性に関する Technical 

Committee（TC331）（フランスが幹事国）が設立され、定期的に会合を開催している。

TC331 のスコープは、「すべての組織が持続可能な開発に貢献することを促進するための原

則、枠組み、要求事項、ガイダンス及びサポートツールを開発するための生物多様性分野

の標準化」（環境省仮訳）である。TC331 は日本も参加メンバーとして参画しており、

ISO/TC331 日本国内審議委員会が設置され日本の意見集約・対応が検討されている。 

 

 

図 24  ISO/TC331 の構成 

（出所）環境省自然環境局自然環境計画課生物多様性主流化室「生物多様性に係る企業活動に関する国際動向に 

ついて」（2023 年 6 月） 
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図 25  国際規格による影響の展望の整理（TC331 国内審議委員会） 

（出所）2022 年 9 月版 ISO/TC331 日本国内審議委員会「ISO/TC331 生物多様性に関する取組等の紹介」 

（2022 年 9 月版） 
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第３章 「森林等の投資の促進に向けた検討会」の開催 

I. 検討会開催概要 

学識経験者及び実務者等の専門家から成る検討委員会「森林等の投資の促進に向けた検討

会」を設置し、事業実施方針の提示や進捗報告を行う中で、進め方等や技術面について指導

や助言を受けた。 

検討委員会委員一覧は下表の通り。林政や林業・木材産業の経営、生物多様性保全、企業

による情報開示、森林投資等に関する知見を有する 6 名の有識者にご参画いただいた。 

表 27  「森林等の投資の促進に向けた検討会」委員一覧 

氏名 所属・役職 

粟野 美佳子 一般社団法人 SusCon 代表理事 

一ノ瀬 友博 慶應義塾大学 環境情報学部 学部長・教授 

宇都木 玄 
国立研究開発法人森林研究・整備機構 森林総合研究所 

研究ディレクター（林業生産技術研究担当） 

佐々木 太郎 全国森林組合連合会 参事 

龍原 哲 【座長】 東京大学大学院 農学生命科学研究科 准教授 

松本 晃 
DBJ ビジネスサポート株式会社 専務執行役員 

（元（株）日本政策投資銀行 地域調査部 参事役） 

（五十音順、敬称略） 

 

検討会の実施概要は下表の通り。いずれの会合も対面及びオンラインのハイブリッド形式

で開催した。0 に後述するとりまとめ資料の作成にあたっては、第 2 回、第 3 回検討会での

議論に加え、オンライン会合、メールにより個別に委員からの意見収集を行った。 

表 28  「森林等の投資の促進に向けた検討会」実施概要 

会合等 日程 概要（議題等） 

第 1 回 

検討会 

2023 年 

9 月 29 日 

 本検討会について 

 調査の進捗報告について（国内外の森林への投資事例、生物多様性

に関する情報収集） 

 検討会における議論の方針及び今後の調査について 

第 2 回 

検討会 

2023 年 

12 月 21 日 

 ヒアリング調査結果及び国内の森林等への投資の展開に向けた課題

について 

 森林の各種機能・価値に関する評価手法について 

 事業成果のとりまとめの方向性について 

（個別意見

収集） 

2024 年 1 月 29

日～2 月 2 日 

オンライン打合せ及びメールにより、第 2 回会合以降に修正したとりま

とめ資料案に対する意見を収集 

第 3 回 

検討会 

2024 年 

2 月 22 日 

 事業成果のとりまとめについて 
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II. 検討会における議論の経緯 

１．第 1 回検討会における主な議論 

第 1 回検討会では、事業概要や検討方針を説明したうえで、調査のうち国内外の森林へ

の投資事例、及び、生物多様性に関する情報収集について進捗報告を行った。それらを踏

まえ、今後の事業の方向性について総合討論を行った。 

 

第 1 回検討会における委員からの主な意見 

 

【国内外の森林への投資事例調査について】 

 各事例の目的の区分には留意すべき。単なる CSR ではなく事業のリスク管理・機会

創出の観点で森林保全活動を実施している企業が見られる。 

 各事例について、森林認証の取得状況を整理すべき。 

 

【生物多様性に関する情報収集について】 

 生物多様性保全だけでなく、人権や防災といった要素も考慮すべき。 

 森林における生物多様性の維持・保全による価値を定量評価することが難しく、現状

では生物多様性価値に市場で取引される価格が存在せず、収益化することが難しい。 

 生物多様性に限るのではなく、「自然資本（ネイチャー）」「生態系サービス」として

扱うべき。 

 TNFD については取組が進捗しており、最新動向を把握すべき。とくに、TNFD への

対応として企業側が提供を求められるデータを整理すべき。 

 

【今後のヒアリング調査の方針について】 

 木材生産を含めたサプライチェーン全体への投資の事例をヒアリング調査先として追

加すべき。 

 自然資本関連については企業で実施されている生物多様性関連のデータ収集とモニタ

リングの実態の把握や、投資に掛ける予算等を調査すべき。 

 

【本事業で扱う「森林等への投資」について】 

 木材による収益で経営が成り立つ森林が我が国において限られている中で、経済林と

環境林に大別する必要がある。 

 どのような森林にどのような民間投資を呼び込むか、及び、その面積・資金規模を明

確にすべき。 

 まずは「企業のリスク管理・機会創出としての資金投入」と「収益を期待する投

資」に分けて整理すべき。 

 とりまとめ資料拡充の 1 つとして、森林の経済性評価（DCF 法等）について追加すべ

き。収益性の基準が必要。 

 木材など、「森林」以外への投資も検討すべき。森林（土地）への投資では収益性の

確保は難しく、木材を含めたサプライチェーン全体に対する投資促進が必要。 

 林業を投資先として考える際のボトルネック（海外と比較した際のわが国の森林・林

業の課題等）を明確にすることも重要。 

 現状では、地域金融機関が主導的に投資を行うことは難しい。 
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２．第 2 回検討会における主な議論 

第 2 回検討会では、第 1 回以降の調査の進捗としてヒアリング調査結果及び森林の多面

的機能の評価手法（既存研究、TNFD、森林認証等）の情報収集結果を報告した。林野庁か

らは、別事業で調査検討が進められている木材の資産価値を評価するための DCF 法が紹介

された。その後、本事業のとりまとめ資料の骨子案を示しその推敲のための議論を行い、

我が国の民間企業が実施しうる資金投入として現時点で何にフォーカスすべきか、その際

にとりまとめ資料の読み手は誰かをより明確にすべき、といった多くの意見が得られた。 

今回会合の結論として、とりまとめ資料で扱う森林への資金投入は「リスク管理・機会

創出としての企業による森林への経営資源の投入」にフォーカスすることとし、資料の読

み手「森林の生態系サービスを享受している企業」を想定することとした。 

 

第 2 回検討会における委員からの主な意見 

 

【ヒアリング調査結果について】 

 CO2 クレジットを扱う取組が必ずしも収益確保を目的としているとは限らない。自社

のオフセットに用いるケースもある。 

 企業がどの程度の規模の森林に対し資金投入を検討しているか分かるとよい。 

 

【森林の各種機能・価値に関する評価手法について】 

 生物多様性保全だけでなく、ガバナンス（労働安全性等を含む）の要素も重要であ

る。 

 長期的な森林投資を考えている企業 DCF 法が活用されるかという点は議論されるべ

き。 

 

【事業成果のとりまとめの方向性について】 

 読み手やフォーカスが曖昧。我が国の森林の現状・課題を明確に示したうえで、民間

企業が実施しうる資金投入に注力して、一般活用ではなく、読み手となる企業を主語

に資料を作成すべき。 

 森林「等」への投資としている点がそもそも曖昧である。民間企業が当面行いうる森

林投資は、多くの場所で収益確保が容易ではない林業への投資ではなく、自社事業の

リスク管理・機会創出のための資金投入ではないか。なお、そうした企業による資金

投入はいわゆる金融機関による ESG 投資とは異なるので、文言の使い方には注意が

必要。 

 経済的な面だけではない、地域独自の魅力や文化的な特徴も含めて見える化できてい

る森林が望ましい。そうした点の重要性にも触れるべきではないか。 

 企業へのガイダンスが情報・データの収集に終始しているが、データが森林への資金

投入のボトルネックというわけではないのではないか。全体構成として、そもそもの

課題は何か、そこでの情報の有用性は何か、情報では対処できないガバナンスの課題

はどのようにアプローチしうるのかという課題の明確化と、それに対するアプローチ

の整理をしなおした方がよい。 

 どのような資金投入であっても、企業にとっては経済性の評価がベースになるため、

経済性評価については資料の中で言及すべき。 

 ネイチャーポジティブへ向けた取組を資料中で更に紹介すべき。 
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３．第 3 回検討会における主な議論 

第 2 回検討会後、同会合での意見を踏まえてとりまとめ資料を修正し、これに対して各

委員から個別意見を収集した。第 3 回検討会では、個別意見を反映したとりまとめ資料案

を示したうえで、最終化に向けて再度意見を伺った。 

議論の結果、とりまとめ資料の構成の変更等、委員意見に基づく大きな方針変更箇所は、

修正後に委員に再度ご確認いただくこととした。 

 

第 3 回検討会における委員からの主な意見 

（とりまとめ資料中の個別の表現に対する指摘等は割愛） 

 

【とりまとめ資料の全体構成について】 

 読み手である企業が内容をはじめに理解できるよう、各項の冒頭にサマリーポイント

を示し、言いたいことを端的に示すべき。 

 本資料が対象としている森林の姿やそこにおける課題、課題に対し企業が森林への資

金投入で採りうるアプローチ等の全体像が分かるようなポンチ絵を入れることができ

ないものか。 

 「企業と森林を取り巻く情勢の変化」の項は、国際条約、各国政策、企業による取組

の 3 つに構成を分けるべき。 

 自社事業と生態系サービスの関係性を理解できる読み手は大企業に限られる可能性が

ある。その点を理解できるような説明が必要ではないか。 

 大企業のサステナビリティ担当者を読み手と想定すると当然知っている内容が多い可

能性があるが、一方で、知っている情報であっても改めて体系的に整理されることは

有意義である。 

 

【とりまとめ資料の結論について】 

 本資料ではリスク管理・機会創出を目的とした資金投入にフォーカスした一方、今後

の検討課題としてはリターンを期待する投資を位置付けるものと認識した。林業経営

に関わることによる収益の追求と、ファンドに投資する形式は、必ずしも一致せず、

後者は木材生産以外の経済的インセンティブも含めて投資判断をするものである。こ

の点を書き分けるべき・ 

 

【その他】 

 森林に関する説明、日本語の用い方等について正確を期すべき。 
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第４章 投資をする側・投資を受ける側にとっての判断材料となるガイド

ラインの作成 

今後の国内森林への資金投入の可能性を広げるため、企業における我が国の森林に関係す

るリスクの認識と資金面も含めた対応の検討に資することを目的に、本事業の調査結果を反

映したとりまとめ資料「企業活動と森林の関係性及び自然資本としての森林への資金投入の

考え方の整理について」を作成した。同資料は別添にて示す。 

とりまとめ資料作成のポイントは、以下の通り。 

 林野庁「森林・林業・木材産業への投資のあり方に関する検討会」が 2022 年 6 月

にとりまとめた「カーボンニュートラルの実現等に資する森林等への投資に係るガ

イドライン 中間とりまとめ」を更新する形でのガイドライン作成を予定していたが、

上記第３章 II. に示した第 1 回・第 2 回検討会での議論等を踏まえ、トピックを絞り

込んだうえで、現在公表されている情報を整理した「参考資料」として作成するこ

ととした。 

 とりまとめ文書では、わが国の森林・林業・木材産業の現状と課題を踏まえ、企業

が実施しうる資金投入のかたちを模索したうえで、これに絞って取組の進め方を解

説する資料とした。 

 具体的には、「木材生産やカーボン・クレジット、森林売買等による運用益・

売却益を得るための資金投入」ではなく、「リスク管理・機会創出としての企

業による森林への経営資源の投入」にフォーカス。 

 資料の読み手を「森林の生態系サービスを享受している企業」に設定し、同企

業にとって参考になる情報及び考え方を、現時点版として整理（今後も変わり

うる前提）。 

 森林が多面的な機能を発揮し、その結果として生態系サービスを提供している

ことを説明したうえで、生態系サービスと企業活動の関係性を示し、森林の適

切な管理が行われないと企業の事業活動の継続性に影響を及ぼすことを明示的

に記述。 

 リスク管理・機会創出としての森林への経営資源の投入を既に実施している国

内企業の事例を紹介しつつ、今後こうした取組を検討・実施する企業に向けて、

森林への資金投入の考え方・進め方を説明。 

 具体的には、森林への資金投入の手順（Step 0：森林との関わりの把握、Step 

1：森林への資金投入の検討・判断、Step 2：資金投入の事項（森林管理の実

施・支援）、Step 3：進捗・成果の把握と情報発信）を示したうえで、各ステッ

プの進め方を解説。とりわけ Step 1 と Step 3 については、企業がこれを行う際

に収集すべき情報の項目やその必要性、留意点等を具体的に記述。 

 今後の継続検討課題として、評価手法の開発や、収益を目的とした森林への資

金投入の可能性を高めるための林業の生産性向上等を記述。 
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第５章 おわりに 

本事業では、国内外に様々ある森林への資金投入のケースについて、事業スキームや関係

者の役割、森林への出資者やその関係事業者等への情報発信状況等について、文献調査に基

づき情報を整理した。そのうえで、文献情報に基づく事例調査結果、及び検討会における有

識者からの意見を踏まえ、我が国においてどのような森林等への資金投入のかたちがありう

るか、これを実現させるために必要な情報や取組はないかを明らかにすることを目的に、ヒ

アリング調査を行い、我が国の森林への投資に向けた課題を整理・分析した。 

一方で、森林の機能・価値の評価手法や指標について、国際的に要請される情報開示とそ

の指標等（TNFD 提言・ガイダンス等で示されている測定指標）、森林分野で取り組まれて

きた森林の多面的機能の評価に関連する取組・研究（多面的機能の評価）、森林分野で既に

体系化されている機能・価値の評価手法（森林認証制度）等について情報を収集・整理した。 

学識経験者及び実務者等の専門家から成る検討委員会「森林等の投資の促進に向けた検討

会」では、事業実施方針の提示や進捗報告を行う中で、進め方等や技術面について指導や助

言を受けた。検討会では、我が国における企業からの資金投入の当面のあり方について様々

な議論がなされた。その結果、調査事業としてはあらゆるかたちの森林への資金投入を対象

とした一方で、本事業の成果としてのとりまとめ資料「企業活動と森林の関係性及び自然資

本としての森林への資金投入の考え方の整理について」については、読み手を明確にしたう

えで、我が国における企業からの森林への資金投入のうち、リスク管理・機会創出としての

企業による森林への経営資源の投入にフォーカスし、森林の生態系サービスを享受している

企業に対しその道筋を示すこととした。 

とりまとめ資料では、フォーカスポイントを明確にした一方で、今後の検討課題として以

下を位置付けた。引き続き、これらを検討し企業による森林への資金投入の幅を広げていく

ことが重要である。 

 企業が森林との関わりを把握する手法の多様化： 

本報告書及びとりまとめ資料では、企業が森林との関わりを把握する際の手法とし

て LEAP アプローチを紹介したが、国際的な議論の進展とともに、他の多様な手法

が出てくることが予想される。企業の業種や事業活動の特性に応じて使いやすい手

法を採用できるように引き続き広く情報を収集するとともに、各手法の取り扱いに

ついて整理し情報発信する必要がある。 

 個々の森林における多面的機能を企業が定量的・定性的に評価できる手法の開発： 

今回フォーカスしたリスク管理・機会創出を主な目的とした森林への資金投入に関

しては、資金投入の判断材料が企業及び企業内の決裁権限者にとってより分かりや

すいものとなることが望ましい。本報告書及びとりまとめ資料で紹介した森林の持

つ多面的機能の貨幣評価額は我が国の森林全体を対象とした定量的評価の一例であ

るが、企業が資金投入するような規模の個々の森林に対する定量的・定性的評価の

手法は研究段階にある。そうした手法の開発が進み、多面的機能の価値を可視化す

る手法が確立し広く普及すれば、企業はより容易に資金投入の検討に取り組むこと
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ができる。 

 気候変動、自然関連課題の対策において重要な企業の「ガバナンス」への対応： 

TCFD 提言や TNFD 提言では、取締役会の監督や経営者の役割についての方針のほ

か、労働者の保護等、人権等に対する方針についても説明が求められている。とく

に森林管理に取り組む場合には作業実施主体となる組織の労働安全体制なども重視

されるべきである。健全・堅牢な体制での取組実施は重要であり、環境面の価値の

みならずガバナンスについても企業が目指すべきより良い方向性を引き続き検討す

べきである。 

 行政も含めた、収益を目的とした森林への資金投入の可能性を高める林業の生産性

向上の取組： 

収益を目的とした森林への資金投入のためには、林業の生産性向上に向けた取組が

必要となる。このためには、路網等の生産基盤の整備、情報基盤の整備（森林情報

の収集とオープンデータ化等）、施業集約化、木材需要家のニーズへの対応（ICT 導

入等による商物分離やサプライチェーンマネジメントの推進等による安定供給シス

テムの整備、JAS 製品の供給促進に向けた体制整備、多品目生産が可能な木材加工

施設への転換／等）等について、引き続き取り組んでいく必要がある。 

 国外からの資金投入を呼び込む方策の検討： 

国外の投資家等からの資金投入も視野に入れ、受け皿となる森林ファンドを組成で

きるように、木材の価値に自然環境に関する価値を追加することで総合的に収益を

確保するようなアプローチを検討する必要がある。例えば、生物多様性の保全や違

法伐採等の社会課題への対応等による木材の価値向上などに取り組んでいく必要が

ある。 

 

以上 

 


